
        
 

 

 

 

 

 

タイ国 

地方における橋梁基本計画作成・ 

橋梁維持管理能力プロジェクト 

 

 

 

「洪水災害対策・復旧マニュアル」 

 

 

平成 25 年 7 月 

(2013 年) 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 
(JICA) 

 

委託先 

株式会社   長 大 

首都高速道路 株式会社 

 

 

 

タイ国 

運輸省地方道路局 

13-156(5)

JR

基盤



まえがき 

 

2011年度のチャオプラヤ川流域に生じた洪水によりDRR が管理する橋梁にお

いて、橋脚周辺の局所洗掘や橋台背面土砂の流出によるアプローチ道路の流出

など様々な洪水被害が生じ、緊急的・持続的な対策が急務となっている。 

 

これらの課題に対しては、日本での同様の問題点に対する知見や経験も参考

になるため、本マニュアルの作成にあたっては、日本の国土交通省の「美しい

山河を守る災害復旧基本方針 平成 18 年 6 月」、および「堤防等河川管理施設及

び河道の点検要領案 平成 23 年 5 月」を基本に検討した。 

 

本マニュアルでは、洪水災害対策における平常時点検、異常時点検、洪水災

害評価方法、洪水災害対策設計方法を整理した。最終章においては、設計事例

として本プロジェクトにおいて緊急点検した 30橋のなかから 2橋をパイロット

事業として選定したものを取り扱っている。 

 

今後、本マニュアルとクイックマニュアルが活用され、DRR 職員の技術蓄積と

更新により、DRR 全体の洪水災害対策・復旧および長期橋梁維持管理に資するこ

とが望まれる。 

 

2013 年 
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         第 1 章 マニュアルの利用にあたって        

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.1 マニュアルの目的                    

 

 タイ国内では、毎年の様に洪水が発生している状況にある。そして、タイ国

民の洪水災害に対する意識を変えた被害が 2011 年に発生して以降、タイはもと

より世界的な注目や関心が寄せられている。 

 地方道路の道路管理者として DRR 職員が洪水による河岸浸食や河床洗掘に伴

う橋脚および橋台の不安定化および落橋を防ぐことを目的にこのマニュアルは

構成されている。 

 

◇この章の内容 

この章では、冒頭でマニュアル作成の目的について記載し、続いてこのマ

ニュアルが利用者にとってできるだけ使いやすいものとなるように、全体の

構成と利用上の留意点について整理している。 

したがって、第 2 章以降の内容を確認する前に、できるだけ目を通す様に

する必要がある。 
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 1.2 マニュアルの構成                    

  

本書は、全体を 6章に分け、次のような考え方で構成している。 

第 1 章は、利用者に向けたガイダンスとしている。この章では、マニュアル

の作成目的を記すとともに、利用者に向け全体の構成を説明している。 

 第 2章は、現地調査方法に必要な事柄を整理することを目的としています。「平

常時の定期点検」と洪水による「災害時の調査方法」に分けて整理している。 

 第 3 章は、洪水時の災害評価を災害復旧箇所の状況を帳票形式で整理する方

法（A表）と第 2章の災害時の調査方法により得られた情報から洪水時の設計流

速を算定する方法（B表）について整理している。 

 第 4 章は、洪水時の災害復旧対策工法を「設計流速」、「被災地の河川特性」

を明らかにした後に「標準設計図」を利用した工法選定ができるように整理し

ている。 

 第 5 章は、洪水対策の設計にあたって、DRR 職員や民間コンサルタントの方に

も業務を行って頂く際に、その内容について理解して頂けるよう、ある程度細

かく検討内容を説明している。 

  第 6 章は、設計例について記載している。 

 

 このマニュアルの構成を簡単に図示すると次頁のようになる。 
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【マニュアルの構成および考え方】 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 

マニュアルの利用にあたって 

マニュアルのガイダンス 

（効率的にマニュアルを使用す

るために、まず目を通す。） 

第 2 章 

現地調査方法 

調査方法の基本事項を説明 

（平常時・災害時に具体的にど

んなことを確認すべきかを理解

するために読む。） 

第 3 章 

洪水災害評価方法 

洪水被災状況整理手法を説明 

（災害時に具体的にどんなこと

を行うかを理解するために読

む。） 

第 4 章 

洪水災害対策および復旧設計 

洪水対策の設計方法を説明 

 

（対策検討や設計業務に携わる

人は必ず読む。） 

第 5 章 

洪水災害対策費用の算定 

工事費用の算定方法を説明 

 

（工事発注業務に携わる人は、

必ず読む。） 

第 6 章 

設計例 

洪水対策の具体例を説明 

 

（対策検討に携わる人は、必ず

読む。） 

3



 1.3 マニュアル利用上の留意点                

 

 洪水災害復旧対策において関係してくる業務は、DRR（本局、地方道路部、県

地方道路事務所）職員、民間コンサルタントといった「その人の立場」によっ

て異なる。 

  

1.3.1 利用者ごとの留意点 

 

（1）DRR 職員 

  ・災害対応に責任を持つ DRR 職員は、マニュアルの全箇所に目を通し、災害

時の業務の全体像を把握する必要がある。その上で、各自の担当業務に関

わる箇所について十分に理解する必要がある。 

  ・平常時の点検は、橋梁の維持補修における定期点検と同時に DRR 職員主導

で進めることが必要であるため、点検を担当する職員は、事前に該当箇所

（第 2章）を熟読しておく必要がある。 

  ・洪水時の点検は、被災直後の混乱した時期に迅速な対応を行うことが必要

となるため、単にマニュアルに目を通すだけでなく、これに基づき迅速・

適切な対応を取ることができる様に初動対応訓練を繰り返すことが重要

である。 

 

（2）民間コンサルタント 

  ・民間コンサルタント技術者は、本マニュアルを必要に応じて点検作業や

洪水対策設計業務を実施する際の参考資料として、該当箇所の内容を十

分に理解する必要がある。 
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1.3.2 本書を読む時期の留意点 

 

 本書は洪水災害復旧対策に資することを目的としているため、発災後では無

く、事前に内容に目を通しておくことが望まれる。 

 特に次の箇所については、必ず前もって目を通し、災害時の対応について理

解しておくこと。 

 

 

 

 

 第 2 章 現地調査方法 

 第 3 章 洪水災害評価方法 

 第 4 章 洪水災害対策および復旧設計 
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1.3.3 本書の更新について 

 

 大規模災害はいつ発生するかわからないが、内容は決して一様なものではな

いため、新たな災害の発生に伴い、災害への対応・対策が順次見直され、改善

されていくことが想定される。 

 このため、このマニュアルについても加除が容易に行えるファイルに綴る等

により、そのような場合に逐次改訂を行っていくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

図 1.3.1 マニュアル整理におけるファイルとじ込み形式の参考例 
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             第 2 章 現地調査方法            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2.1 平常時の点検                      

 

 『橋梁の点検調査・評価マニュアル』に記述されている橋梁の現地点検におい

て、流水に伴う橋梁および周辺地形の改変状況を確認し、将来的に不安定化す

る要素の有無を確認することを目的としている。 

 平常時における点検は、所定の帳票に記入して整理する。また、流路の縦断

勾配の確認に関しては、灌漑局へのヒアリングや端点がわかる広域的な平面測

量図面（地形図）を参考に設定することが必要となる。 

 

この章では、平常時の点検（特に橋梁の洗掘状況）と洪水時の点検につい

て整理している。 

河川管理施設あるいは河道の治水・利水・環境保全に関わる機能に影響を

及ぼしうる変状は、様々な要因により生じ、時期的、場所的な現れ方も多様

である。 

そのため、定期的にあるいは出水や洪水等の大きな外力の作用後に点検を

適切に実施する必要がある。 

本章では、河川や灌漑水路が有すべき以下の 2 項目の治水上の機能を確保

する目的のために行う点検を対象としている。 

① 河道が所要の流下能力を確保していること。 

② 堤防等の河川管理施設が、所要の安全性を確保していること。 
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2.1.1 点検計画 

 

適切な点検が実施できるように点検計画を作成するものとする｡ 

 

 既往資料の調査 

・台帳に入力されている情報を確認する。 

・過去に調査や補修を行った資料があれば確認する。 

 現地踏査 

・現地の状況がわからない場合に現地状況を確認する。 

 点検体制 

・点検を行うメンバーを決めておく。 

 実施工程 

・点検を行うスケジュールを決めておく。 

 管理者協議 

・DRR 以外の管理者や土地所有者にあらかじめ許可を得る必要の有無を確認 

 緊急連絡体制 

・ただちに通行規制や補修工事が必要となる場合の連絡体制を決めておく。 

・点検中に事故が発生した場合の連絡方法についても決めておく。 
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2.1.2 点検方法 

 

 点検では、外観を目視により状態把握することを基本とし、必要に応じて

簡易測定器具（ポールやスタッフ）による計測を行う。なお、点検時期や

現場状況によっては簡易測定器具で点検困難な場合には、必要に応じてレ

ーザ距離計やトータルステーションなどの測量器具を使用する。 

 写真撮影では、変状の程度が分かるようにメジャーやポール等を併用する。

また、変状箇所は現地でマーキングするなどにより経過観察が容易となる

ようにしておくことが望ましい。 

 新設構造物や施工間もない部分、補修箇所等の点検に当たっては、特に留

意して点検を行う。 

 

 なお、点検を行う時期は、乾期（渇水期）が望ましい。その理由は、以下の

とおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 ・雨季と比べて水位が下がることにより、橋梁の下に容易に立ち入る可能

性が高くなる。 

 ・橋台や橋脚周辺の洗掘状況を目視できる範囲が広がり、損傷の有無の確

認を行える範囲が広がる。 

 ・橋梁の点検と同時期に実施することにより効率的な作業となり、点検結

果の精度が向上する。 
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2.1.3 点検項目 

 

 河床縦断勾配 

 水位 

 現況最深河床高 

 流下断面幅 

 河積阻害構造物幅（既設橋台・既設残置杭など） 
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Water channel width
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Flow hindrance ratio
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Riverbed slope

Maximum waterway depth
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Bridge
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Lop Buri

Longitude

12



 

2.1.4 点検体制 

 

点検作業班の編成人員（案）を以下に示す。これを参考に点検内容や現地

状況等を考慮してエンジニア、テクニシャン、ワーカーから適宜編成人員を

定めること。 

主任点検員は、河川の維持管理に十分な知識と実務経験がある者が当たるも

のとする。また、平常時点検を職員の研修として活用すること。 

 

a) 主任点検員 : 1 名（エンジニア） 

主任点検員は、点検作業班を統括し、安全管理について留意して、各作業

員の行動を掌握するとともに、点検担当員との連絡を密にして点検調査を実

施する。 

 

b) 点検担当員 : 2～3 名（テクニシャンまたはワーカー） 

 点検担当員は、主任点検員の指示により、点検作業の実務を行う他、補助

機器の操作、交通整理員との連絡・調整を行う。 

 

c) 交通整理員 : 交通状況に応じて適切に決定する。 

  交通整理員は、点検時の交通障害を防ぎ、点検作業員の安全を確保する。 
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2.1.5 点検装備 

 

参考として、一般に携行することが必要となる点検用具を以下に示す。 

 

表2.1.1 平常時点検装備一覧表（1/2） 

種別 名称 用途（推奨仕様） 

点検用具 

ポール 

 

短い延長測定に使用する。 

(全長3m程度の伸縮型ポール) 

スタッフ 

 

短い延長測定に使用する。 

(全長5m程度の伸縮型スタッフ) 

巻尺 

 

長い延長測定に使用する。 

(全長50m程度の巻尺) 

リボンロッド 長い延長測定に使用する。 

(1m毎に紅白着色されたテープ) 

(5m程度と30m程度の両方があると便利) 

赤布、赤布テープ 

 

延長が長い場合、補助的に巻尺に括り付

けて使用する。 
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表2.1.2 平常時点検装備一覧表（2/2） 

種別 名称 用途（推奨仕様） 

記録用具 

カメラ 

 

現場状況や変状の写真を撮影する。 

(撮影画素数100万画素以上、GPS機能付き

のものが望ましい) 

チョーク、黒板 

 

写真撮影時に説明を記入して使用する 

タブレットPC 

 

点検結果の入力に使用する。 

補助用具 

レーザ距離計 河川断面が大きく、巻尺などで直接現地

計測が困難である場合に距離を計測する

ために使用する。 

懐中電灯 

 

桁下で暗い箇所を点検する場合に使用 

(ヘルメット装着型が安全に行動可能) 

交通安全・規制用具 作業時の安全確保（カラーコーン等） 

安全用具 ヘルメット、安全帯、安全靴 
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2.1.6 点検頻度 

 

諸外国の定期点検の事例では、米国の1(回/2年)を除き頻度は1(回/5年前後)

が多い。本マニュアルにおいては点検頻度の初期値を「1(回/5年)」と定める。 

ただし、洪水による被災が確認された箇所や対策工を施工した箇所において

は、状況の経過観察を目的に1(回/1年)とする。毎年の経過観察で大きな変状が

観察されないことを確認した場合は、点検頻度を初期値の1(回/5年)に移行する。 

上記点検頻度は、諸外国同様、数年間運用してみた後に、タイ国における実

情に即して、PDCAサイクルの一貫として、必要に応じて見直す。 
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 2.2 洪水時の点検                      

 

 タイ国内では、気象的にも地形的にも洪水が発生しやすく、年々公共土木施

設に多大な被害が生じている。 

 災害復旧事業は、被災した公共土木施設の速やかな復旧を目的としており、

災害復旧対策の適正化、円滑化が望まれている。 

 このために、被災状況や地形等が明確に判断できる災害状況写真は、災害復

旧設計にとって重要な資料となる。 

 さらに被災写真は災害査定だけでなく、事業決定後の変更や再調査を行う際

にも判断の基準となる。 
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図 2.2.1 被災箇所復旧検討の流れ 

 

緊急調査 

被災判定 

緊急措置 

応急調査 

被災判定 

応急復旧・本復旧 

洪水による被害発生

終了 

応

急

対

策

の

第

一

段

階

応

急

対

策

の

第

二

段

階 

緊急措置が不要

応急復旧および 

本復旧が不要

応急復旧および本復旧が必要

緊急措置が必要 

本マニュアルの検討対象 

18



 

2.2.1 点検方法 

 

 洪水時点検では簡易測定器具（ポールや巻尺テープなど）による計測を行

う。なお、現場状況によっては簡易測定器具で点検困難な場合には、必要

に応じて『レーザ距離計』や『トータルステーションなどの詳細測量器具』

を使用することもある。 

 洪水時点検では、写真撮影とスケッチを基本として実施する。平常時調査

時の写真等と比較して変状の状態変化を把握できるよう、同様の撮影角

度・範囲等で撮影する。 

 洪水時点検ではエクセルシートに手入力ができるような『紙の記入帳票』

を携行する。 

 変状箇所の写真撮影では、変状の程度が分かるようにメジャーやポール等

を併用する。また、変状箇所は現地でマーキングするなどにより経過観察

が容易となるようにしておくことが望ましい。 

 点検結果は、帳票にとりまとめる。なお、変状の進行程度が判断できるよ

うにとりまとめに留意する。 

 既設杭等の河積阻害要因と想定される点検に当たっては、特に留意して点

検を行う。 

 

 なお、点検を行う時期は、緊急調査による被災判定で緊急措置が終了した後

が望ましい。 
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2.2.2 点検項目 

 

 周辺状況（家屋や公共近接物） 

 橋梁添架物（水道管） 

 被災延長 

 被災断面 

 流下断面阻害物（既設橋台・既設杭・既設コンクリート殻など） 

 空洞（延長・深さ） 

 橋梁周辺部の変状確認（道路部法肩変状・橋台背面空洞など） 

 

 

2.2.3 点検体制 

 

平常時の点検体制を基本とする。被災状況に応じて、適宜編成人員を定め

ること。 

 

 

2.2.4 点検装備 

 

平常時の点検装備一覧表を基本とする。 
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2.2.5 写真撮影順序 

 

 写真は、一枚一枚が被災現場の状況を的確に把握できるように、目標を定め

て撮影するのはもちろんであるが、写真を添付する順序も同様に留意する必要

がある。 

 写真を添付する順序は、現場説明をするつもりで、ストーリーを構成して机

上でも査定できるように整理し撮影の位置や方向を平面図や被災全景写真の中

に表示する必要がある。 

 

標準的な写真撮影順序を示す。 

 

① 被災全景 

 起終点および測点にポールを立て延長が確認できるように着色テープな

どを張る。 

 写真に「赤」で起終点および測点、測点間距離を記入する。 

 

② 出水、越波状況、水位痕跡、水防活動など 

 

③ 周辺の土地利用状況 

 家屋、道路、鉄道、公共施設、田畑状況写真 

 ①で判明できる場合は、省略しても良い 
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④ 近傍付近でのイベント、魚釣り状況など 

 天然の河岸を申請する場合は、高水敷や背後地での利用状況の写真が重要

な説明資料となる。 

 

⑤ 上下流（前後） 

 起終点にポールを立て、上下流（前後）の状況が判明できるように撮る。 

 工法選定の説明資料となる。 

 

⑥ 横断写真 

 主要箇所の横断をポールやスタッフをあてて撮る。測点で撮れば横断図と

の対比ができ、より有効である。 

 

⑦ その他復旧工事を申請する箇所 

 ポールやスタッフ、着色テープで位置や高さがわかるように工夫して撮影

する。 

 

⑧ 被災原因箇所 

 既設橋脚が残置されており、河積阻害要因となる状況などを撮影する。 
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2.2.6 写真撮影時の留意事項 

 

 被災写真を撮影する際の留意事項を以下に示す。 

 

 撮影に際しては、被災箇所を明確にするために草木等の伐採を行うこと。 

 被災全延長がわかるように、起終点杭に必ずポールなどを添わせ、距離が

判別できるようにすること。（延長が長い場合、範囲が広い場合は継ぎ写

真で全容を表示する工夫をすること） 

 横断地形が容易に判断できるよう工夫すること。また、工種および復旧工

法に応じた部分撮影を行うこと。 

 写真には、撮影年月日、流水の方向、起終点および距離を記し、平面図に

は撮影方向を記入すること。なお、写真番号が多くなる場合には、照合番

号をつけること。 

 護岸等の構造物の被災は、破損状況をスタッフ、ポールなどで表示し、撮

影すること。 

 増水、越波による氾濫などの一般被災写真を添付すること。 

 前後施設などの状況が判明できるように、起終点から上下流（前後）方向

の写真を撮影すること。 

 災害直後にできるだけ早く撮影をすること。 
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2.2.7 写真撮影方法 

 

（1）短い延長の撮影方法 

延長が、数メートル程度の短い場合は、ポール、巻尺と赤布、リボンロッド

等を用いて 1カットの撮影で被災延長を表すことができる。 

 

（a）正面からの撮影 

被災区間とカメラが平行になる位置を求めて撮影すると見やすい写真となる。 

 

 

写真 2.2.1 ポール、巻尺（赤布きれ併用）による被災延長測定の例 

 

 

写真 2.2.2 ポール、リボンロッド（1m ピッチ）による被災延長測定の例 
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写真 2.2.3 ポールによる被災延長測定の例 

 

 

図 2.2.2 ポール、巻尺（赤布きれ併用※）による被災延長測定の例 

 

※1m 毎に紅白着色されたリボンロッドが無い場合の代用として巻尺に等間隔で

目印の赤布（10cm×50cm 程度のやや大きめ）を付けることにより、写真での

被災延長の確認が容易になる。 
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（b）斜めからの撮影 

地形上、斜めからの撮影にならざるを得ない場合は、特に以下の事項に留意

する必要がある。 

 極端な斜め写真は、奥行きとの関係で延長証明が難しくなる。 

 斜めからのため、ポールの根本、杭、被災状況等が、雑木、草、巨石等で

隠れる恐れがある。 

 

 

写真 2.2.4 ポール、リボンロッド（1m ピッチ）による被災延長測定の例 

 

 

写真 2.2.5 ポール、巻尺（赤布きれ併用）による被災延長測定の例 
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（2）長い延長の撮影方法 

延長の長い場合、例えば十数メートル～数十メートルの場合は、1カットの写

真で全体を撮影することは困難である。 

また、撮影が可能であっても遠距離で撮影することになるので、テープ等で

延長表示をしても読み取りができない場合が多い。 

 

（a）カメラを回転させた継ぎ撮影 

同地点でカメラを回転した継ぎ写真を作る例がある。この場合、広角レンズ

による写真も考えられるが、写真のゆがみが大きくなり好ましくない。 

 

図 2.2.3 カメラを回して撮影する方法（5割程度重複して張合わせる） 
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（b）カメラを平行移動した継ぎ撮影 

被災区間と平行にカメラを移動して数カット撮影し、集成する方法があるが、

継ぎ方が難しい。この場合、不動点（被災箇所の特徴、杭等）を設定し、数カ

ットのまま利用すると良い。 

 

図 2.2.4 カメラを移動して撮影する方法 

（5割程度を重複させ、カメラの高さ、距離を一定にして張合わせる） 

 

以下に示す写真は、同じ箇所のものである。 

 

写真 2.2.6 カメラを回転させた継ぎ写真 

 

写真 2.2.7 カメラを移動させた継ぎ写真 
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（3）撮影方向を変えた組写真の撮影方法 

地形上被災区間を斜めからの撮影となる場合は、起点側、終点側の両方向か

らの撮影のほか、中間部分の補足写真も加え、組写真で延長の証明をする。 

撮影方向を変えた組写真による方法の参考図を示す。 

 

 

図 2.2.5 起点側からの撮影であるが、終点側がよくわからない。 

 

 

図 2.2.6 終点側からの撮影により補完する。 

 

（※）写真の中に不動点（この場合は立木等）を入れる工夫をした方が良い。 
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以下に示す写真は、同じ箇所のものである。 

 

 

写真 2.2.8 終点側からの撮影 

 

写真 2.2.9 起点側からの撮影 
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（4）更に延長が長い場合の撮影方法 

延長が非常に長く、（1）～（3）の撮影方法が困難な場合は施設に沿って撮影

する。 

 

 

図 2.2.7 縦断方向から撮影する組写真による方法 

 

（※）カメラの移動はテープが読み取れる範囲とし、必ず不動点を重ねて撮影

し、数カットのままの組写真とする。 
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（5）小断面の場合の撮影方法 

崩壊法長が 2m 程度の小さい断面の場合は、ポール 2本またはポールとスタッ

フ等の組み合わせにより、1 カットの撮影で被災断面を撮影することができる。 

 

 

図 2.2.8 ポール 2 本程度の小断面の撮影方法 

 

（※）スタッフによる測定は、写真では長さが読みにくい場合が多い。ポール

を用いた方が概略値ではあるが読みとりは簡単である。 

撮影時にポール、スタッフは、水平または垂直に設置する。 
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写真 2.2.10 ポールによる測定 

 

 

写真 2.2.11 ポールによる測定 
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（6）大断面の場合の撮影方法 

崩壊法長が大きい場合は、延長の長い場合と同様に継ぎ写真として表現する

のが良い。すなわち、階段状にポール等を用いて断面の水平距離と垂直高を示

し、5割程度重複させながら全体を撮影する。 

階段状のポールが多段になる場合で、法勾配がほぼ一定のときは、ポール 1

段で法勾配を表し、距離はリボンテープ等で表示する方法もある。 

 

なお、断面の撮影にあたっては、以下の事項に留意する必要がある。 

 崩壊面、崩土上等、崩れやすい足場での作業となり危険が多いので安全面

には十分に注意すること。 

 ポール等の根本が草、巨石等の障害物に隠れていないか現地を良く確認の

うえ撮影すること。 

 ポール、スタッフは水平、垂直になるよう設置すること。 
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（a）水平距離（または垂直高）を一定とした場合 

 

図 2.2.9 水平距離 2m を主とした測定 

（※）変化点があれば、変化点にポールをたてる。 

 

 

写真 2.2.12 崩壊法長が長い場合の例 
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（b）法勾配がほぼ一定の場合 

 

 

図 2.2.10 法勾配を一定とした測定例 

 

 

写真 2.2.13 法勾配がほぼ一定の場合の測定 
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（7）構造物被災状況の撮影方法 

 

 

図 2.2.11 空洞化状況の測定例 

 

 

写真 2.2.14 空洞化状況の測定 
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写真 2.2.15 既設構造物断面の測定 

 

 

写真 2.2.16 コンクリート擁壁のクラック測定 
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             第 3 章 洪水災害評価            

 

 

 

 

 

 

 

 3.1 災害復旧箇所河川特性整理表（A表）           

 

 災害復旧工法を立案するため、A表を作成する。A表は、打ち合わせ時や、災

害査定時に提示する。 

 

 A 表は、現地調査により被災箇所の河川の状況や周辺の状況などの河川特

性および被災原因を把握し、災害復旧工法を立案するための基礎となるも

のである。 

 A 表作成にあたっては、担当者が現地を良く観察し、（A-1 表）、（A-2 表）

の作成を行い、一連の流れで作成することが望ましい。 

 

 

この章では、2 章で述べた現地調査結果を利用して、洪水災害の評価する

方法について整理している。 

復旧工法の選定にあたっては、現地調査結果を踏まえて被災原因への対応

及び従前の河川環境の保全・復元が可能な工法を被災箇所の重要性を考慮し

て選定する。 

39



災
害

復
旧

箇
所

河
川

特
性

整
理

表
（

A
表

）

橋
梁
名

地
区
名

緯
　

度
N

経
　

度
E

被
災

延
長

被
災

施
設

堤
体

・
護
岸

・
根
固
め

・
そ
の
他

河
床

変
動

上
昇
傾
向

・
低
下
傾
向

・
変
化
無
し

河
川

状
況

直
線
部

・
蛇
行
部

箇
　
所

施
工
年
度

当
該

箇
所

上
　
流

下
　
流

断
　
面

単
断
面

・
複

断
面

構
　
造

山
付

・
掘
込

・
築
堤

土
質

区
分

シ
ル
ト

・
砂

・
礫

・
岩

・
そ
の
他

代
表

粒
径

・
石
系

・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
系

・
そ
の
他

河
道

状
況

既
設

護
岸

河
道

形
状

河
床

材
料

項
目
内

に
数
値
や
文

章
を
手
入

力
す
る
。

該
当
す

る
も
の
を
選

択
す
る
。

エ
ク
セ

ル
に
よ
り
自

動
算
定

さ
れ
る
。

【
復

旧
工

法
の

検
討

】

調
査
日

路
線
名

県
　
名

調
査
人
名

【
復

旧
前

の
現

状
】

【
凡

　
例

】

　
以
下

の
着
色
区
分

に
よ
り
、

項
目
内
を
埋

め
る
。

概
算

工
事

費
0

(
円

)

復
旧

面
積

工
法

単
価

⑥
そ

の
他

種
　
類

構
造

詳
細

⑤
復

旧
工
法
選

定
根
拠

【
復

旧
対

策
工

法
の

決
定

】

③
チ

ェ
ッ
ク
項

目
（
※

算
出
手
法
は

、
B
表
参
照

）

復
旧
護
岸
勾
配

設
計
流
速

④
周

辺
状
況

1
:
1
.
5
よ

り
緩

い
⇒

(
C
表

)
よ

り
選

定

1
:
1
.
5
よ

り
急

　
⇒

(
D
表

)
よ

り
選

定
復

旧
法

勾
配

復
旧

工
法

法
勾

配

①
目

指
す
べ
き

河
川
環

境

②
景

観
植
生

系

40



災
害

復
旧

箇
所

河
川

特
性

整
理

表
（

A
表

）

橋
梁
名

地
区
名

緯
　

度
N

経
　

度
E

被
災

延
長

被
災

施
設

堤
体

・
護
岸

・
根
固
め

・
そ
の
他

河
床

変
動

上
昇
傾
向

・
低
下
傾
向

・
変
化
無
し

河
川

状
況

直
線
部

・
蛇
行
部

箇
　
所

施
工
年
度

当
該

箇
所

無
し

上
　
流

無
し

下
　
流

無
し

断
　
面

単
断
面

・
複

断
面

構
　
造

山
付

・
掘
込

・
築
堤

土
質

区
分

シ
ル
ト

・
砂

・
礫

・
岩

・
そ
の
他

代
表

粒
径

・
石
系

・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
系

・
そ
の
他

工
法

単
価

1
3
,
5
0
0

(
円

/
m
2
)

⑥
そ

の
他

概
算

工
事

費
6
,
7
5
0
,
0
0
0

(
円

)

④
周

辺
状
況

水
田

・
畑
で
あ
る

。
復

旧
工

法
D
-
2

か
ご

多
段

積
み

⑤
復

旧
工
法
選

定
根
拠

復
旧

面
積

5
0
0

(
m
2
)

③
チ

ェ
ッ
ク
項

目
（
※

算
出
手
法
は

、
B
表
参
照

）

復
旧
護
岸
勾
配

1
:
1
.
0

1
:
1
.
5
よ

り
急

　
⇒

(
D
表

)
よ

り
選

定
設

計
流
速

2
.
3
(
m
/
s
)

河
床

材
料

0
.
5
(
m
m
)

【
復

旧
工

法
の

検
討

】
【

復
旧

対
策

工
法

の
決

定
】

①
目

指
す
べ
き
河

川
環
境

動
植
物
の

活
性
化
に
配

慮
し
た
自

然
環
境

復
旧

法
勾

配
1
:
1
.
5
よ

り
緩

い
⇒

(
C
表

)
よ

り
選

定
②
景

観
植
生

系

該
当
す

る
も
の
を
選

択
す
る
。

河
道

形
状

エ
ク
セ

ル
に
よ
り
自

動
算
定

さ
れ
る
。

既
設

護
岸

種
　
類

法
勾

配
構

造
詳

細

【
復

旧
前

の
現

状
】

【
凡

　
例

】

河
道

状
況

5
0
(
m
)

　
以
下

の
着
色
区
分

に
よ
り
、

項
目
内
を
埋

め
る
。

項
目
内

に
数
値
や
文

章
を
手
入

力
す
る
。

15
.0

76
県
　
名

Lo
p 

B
ur

i
10

0.
67

5
調
査
人
名

(n
am

e)

Sa
m

pl
e 
（

Te
m

po
ra

ry
 n

um
be

r：
10

30
-2

)
調
査
日

26
/0

1/
20

12
Th

al
un

g 
Le

k,
 K

ho
k 

Sa
m

ro
ng

, L
op

 B
ur

i
路
線
名

10
30

41



 

3.1.1 被災状況整理表（A-1 表） 

 

復旧対策検討を行うためには、被災状況の地形を把握する必要がある。航空

測量や別途詳細な測量が実施されている場合はそのデータを有効活用する。 

測量データが無い場合は、現地で測量用テープやスタッフ、ポール、レーザ

距離計などを活用して現地全体地形をスケッチする必要がある。 

 また、B 表の入力に必要となる被災範囲の上・中・下の 3 断面を測定し帳票内

に記入する必要がある。 

 

 

【(A-1 表)作成の作業概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災地区の測量平面図 

データが、存在する。 

測量平面図データを 

活用する。 

現地地形をラフスケッチし、 

簡易平面図を作成する。 

NO YES 

 

 測定可能な範囲で、被災延長や被災深度を記入する。 

 平面図に流向を記入する。 

 B 表の入力に必要な被災断面を記入する。 

・被災地区の上流・中流・下流部の最低 3断面を測定する。 

・3断面以外に大きく断面が変化する場合は、別途測定する。 

 A-2 表に使用する写真撮影番号と方向を記入する。 
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橋梁名 調査日

地区名 路線名

緯　度 N 県　名

経　度 E 調査人名

平面図を作成し、被災延長・被災状況を記入する。
↓

被災断面（上流・中流・下流）を記入する。
（※最小：上流・下流を記入する。）

↓
その他、必要な情報を記入する。

被災状況整理表（A-1表）
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Bridge Name Inspection Date 26/01/2012

Location Route Number 1030

Latitude N 15.076 Route Number Lop Buri

Longitude E 100.675 Main Inspector (name)

被災状況整理表（A-1表）

Sample （Temporary number：1030-2)

Thalung Lek, Khok Samrong, Lop Buri

1
2

3 4

56

A-B

E-F
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3.1.2 被災状況写真表（A-2 表） 

 

被災状況の写真は、現地状況を的確に把握するための唯一の資料であり、被

災箇所、被災規模の説明ならびに災害復旧事業の必要性、復旧工法の判断資料

となり、被災写真の良否が問われる。 

 したがって、被災状況の撮影は何を撮影するのか 1 枚 1 枚の写真の目標を定

めて、それらが十分表現できる構図となるような注意が必要である。 

  

 写真撮影における一般的留意事項を以下に示す。 

 

 被災全延長がわかる様に、起終点杭にポール等を設置し、距離が判別できる

ようにすること。 

 横断地形が容易に判断できるように工夫すること。 

 写真には流水の方向、起終点および距離を記すこと。 

 護岸等の構造物の被災は、破損状況をスタッフ、ポールなどで表示し撮影す

ること。 

 前後施設などの状況が判明できるよう、起終点から上下流方向の写真を撮影

すること。 
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位
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 3.2 設計流速算定表（B表）                 

 

護岸選定を目的とした設計流速を算定するため、B表を作成する。B表は、打

ち合わせ時や、災害査定時に提示する。 

 

 護岸選定のための外力として用いる設計流速は、マニングの公式で求めた

断面平均流速をもとに、河道法線形、砂州、洗掘等の要因を考慮し補正し

て求めるものとし、設計流速算定表（ B 表）に基づいて算定する。 

 縦断勾配、粗度係数、設計水位、平均流速、補正係数、直線部及び曲線部

の設計流速の決定についての解説は、本章に示す。 

 B 表により求めた設計流速は絶対的なものではないので、現地精査の状況

等も十分勘案し、活用するものとする。 
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（1）縦断勾配 

 

 設計流速は、マニングの公式により算定する。その際に重要となるのは、縦

断勾配の設定である。 

 縦断勾配設定の際には、ある程度の現況地盤不陸を平均化して、流路全体の

標高より適切な縦断勾配を設定する必要がある。 

 灌漑局や河川管理者が縦断勾配を設定している場合には、計画縦断勾配の資

料を入手する必要がある。 

 縦断勾配に関する情報が入手できない場合には、自ら簡易的な縦断測量を行

って、適切な縦断勾配を設定すること。 

 

 

ΔX

Δ
Y

i＝
ΔY

ΔX

i＝
ΔY

ΔX
＜

1

60

i＝
ΔY

ΔX
＝

1

60

i＝
ΔY

ΔX
＝

1

i＝
ΔY

ΔX
＞

1

5,000

～
1

400

～
1

400 5,000

（Segment-M）

（Segment-1）

（Segment-2）

（Segment-3）
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（2）粗度係数 

 

 河床部と護岸部（法面部）に分けて粗度係数を設定し、これらを合成して求

める合成粗度係数（N）を用いる。 

 

 

 

S=S1+S2+・・・+Sn 
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（3）設計水位 

 

 設計水位は、以下の様に設定する。 

 

①被災施設に隣接する灌漑局や河川管理者により計画高水位が設定されている

場合は、計画高水位（HWL）とする。 

②計画高水位が設定されていない場合は、既設護岸の天端高に相当する水位ま

たは、洪水痕跡水位のいずれか高い水位とする。 
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（4）平均流速 

 

 平均流速（Vm）は、マニングの公式により算出する。 

 

Vm＝1/N・Rd2/3・Ie1/2 

 

N：合成粗度係数 

Ie：エネルギー勾配（原則として、平均的な河床勾配として良い。） 

Rd：径深＝A/S 

A：断面積 

S：潤辺＝S1＋S2＋S3 

 

n3
S3

n2
S2

n1
S1

▽D.H.W.L（被災時水位）

面積：A

 

52



（5）補正係数 

 

 護岸選定に用いる流速は、マニングの公式で求めた断面平均流速に深掘れ現

象による水深増加の影響や湾曲部に発生する渦による流速増加の影響等、河道

の状態を適切に考慮した局所流速に置き換える必要があり、補正係数αを考慮

する。 

補正係数αは、流れの補正（α1）と根固めの補正（α2）とし、α＝α1・α2

とする。 

このαの算出フローを以下に示す。 
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（6）流速の算定方法 

 

計算対象区間内における平均流速（Vm）を断面毎に算定し、湾曲・洗掘等の

影響を考慮した補正を行い、各断面の代表流速（V0）を算出する。 

そして、それらを平均して護岸選定に用いる設計流速とする。ただし、平均

値で全延長を復旧することが不適切な場合は、各断面の代表流速（VD）を設計流

速として護岸選定を行ってよい。 

 

VD：設計流速 

              VD＝meanV0 

           meanV0＝1/3(V1＋V2＋V3)    （検討断面 3ヶ所の場合） 

V1,V2,V3は、検討断面の各々の流速 

V0：代表流速（計算断面毎） 

V0＝α・Vm 

Vm：マニングの平均流速 

α：補正係数（湾曲や深掘れによる補正[α1]及び根固め工による補正[α2]） 

α＝α1・α2 

 

平均流速（Vm）が限界流速（√(gRd) ）より大きくなる場合は、上下流周辺

の施設、湾曲、洗掘、粗度係数、河床勾配などをチェックすること。 
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位置  備　　考

低水路幅 [b(m)]

河床縦断勾配 [Ie]

左岸法勾配

右岸法勾配

径深 [Rd(m)]

設計水位 [h(m)]

現況平均河床高 [Z(m)]

設計水深 [Hd(m)]

河床部 [n1]

左岸護岸部 [n2]

右岸護岸部 [n3]

河床部 [S1]

左岸護岸部 [S2]

右岸護岸部 [S3]

計 [S]

合成粗度係数 Ｎ

Vm>Vcの場合は

条件を要確認

[△Z]

α1=1  岩露出、深掘れ無い箇所

{△Z/2Hd}

α1＝1+{△Z/2Hd} 上限値は2とする

bw/H1＞１　→　α2＝0.9 根固工がある

bw/H1≦１　→　α2＝1.0 場合の補正係数

計

数値・文章を入力

計算過程の自動出力
県　名

路線名

橋梁名

{n1
3/2

×S1}

{n2
3/2

×S2}

{n3
3/2

×S3}

検討結果の自動出力

【凡例】

河道諸元

径　　深

設計水深

粗
度
係
数

各部
粗度
係数

潤辺

合成
粗度
係数

【検討位置】

 VD =　meanVo

[Vo]

根固工

α

平均流速

[Vm] 

限界流速

[Vc]

Vm=1/N・Ｒd
2/3

・Ie
1/2

Vc=(ｇ・Ｒd）
1/2

採用補正係数α＝α1×α2

V o ＝ α ・ V m

設計流速算定表（B表）（直線部）

補
正
係
数

現況最大洗掘深（実測値）

固定床

移動床

代表流速

設計流速
[VD]
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位置  No.1 No.2 No.3 備　　考

低水路幅 [b(m)] 13 13 13

河床縦断勾配 [Ie] 1/300 1/300 1/300

左岸法勾配 2.0 2.0 2.0

右岸法勾配 2.0 2.0 2.0

径深 [Rd(m)] 1.3 1.3 1.3

設計水位 [h(m)] 3.0 3.0 3.0

現況平均河床高 [Z(m)] 0.9 1.0 1.0

設計水深 [Hd(m)] 2.1 2.0 2.0

河床部 [n1] 0.030 0.030 0.030

左岸護岸部 [n2] 0.024 0.032 0.024

右岸護岸部 [n3] 0.032 0.032 0.032

河床部 [S1] 4.6 5.0 5.0

左岸護岸部 [S2] 4.7 4.5 4.5

右岸護岸部 [S3] 4.7 4.5 4.5

計 [S] 14.0 14.0 14.0

0.024 0.026 0.026

0.017 0.026 0.017

0.027 0.026 0.026

0.068 0.078 0.069

合成粗度係数 Ｎ 0.029 0.031 0.029

2.4 2.2 2.4
Vm>Vcの場合は

3.6 3.6 3.6 条件を要確認

[△Z] 0.5 0.5 0.5

α1=1  岩露出、深掘れ無い箇所

{△Z/2Hd} 0.12 0.13 0.13

α1＝1+{△Z/2Hd} 1.12 1.13 1.13 上限値は2とする

bw/H1＞１　→　α2＝0.9 根固工がある

bw/H1≦１　→　α2＝1.0 1.00 1.00 1.00 場合の補正係数

1.12 1.13 1.13

2.7 2.5 2.7

設計流速算定表（B表）（直線部）

【検討位置】 【凡例】

県　名 数値・文章を入力

路線名 計算過程の自動出力

橋梁名 検討結果の自動出力

河道諸元

径　　深

設計水深

粗
度
係
数

各部
粗度
係数

潤辺

合成
粗度
係数

{n1
3/2

×S1}

{n2
3/2

×S2}

{n3
3/2

×S3}

計

平均流速
Vm=1/N・Ｒd

2/3
・Ie

1/2

[Vm] 

限界流速
Vc=(ｇ・Ｒd）

1/2

[Vc]

現況最大洗掘深（実測値）

補
正
係
数

固定床

移動床

根固工

α 採用補正係数α＝α1×α2

代表流速
V o ＝ α ・ V m

[Vo]

設計流速
[VD]

 VD =　meanVo 2.6(m/s)
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位置  No.1 No.2 No.3 備　　考

低水路幅 [b(m)]

曲率半径（河道中心） [R(m)]

河道湾曲半径（内岸側） [r(m)]

河床縦断勾配 [Ie]

左岸法勾配

右岸法勾配

径深 [Rd(m)]

設計水位 [h(m)]

現況平均河床高 [Z(m)]

設計水深 [Hd(m)]

河床部 [n1]

左岸護岸部 [n2]

右岸護岸部 [n3]

河床部 [S1]

左岸護岸部 [S2]

右岸護岸部 [S3]

計 [S]

合成粗度係数 Ｎ

Vm>Vcの場合は

条件を要確認

[△Z]

{b/2R}  下流側L=5b区間

α1＝1+{b/2R}

{△Z/2Hd}

{b/2R}

α1＝1+{b/2R}+{△Z/2Hd} 上限値は2とする

{b/2R}

α1=1+{b/2R}

{△Z/2Hd} 下流側L=2b区間

{b/2R}

α1＝1+{b/2R}+{△Z/2Hd} 上限値は2とする

bw/H1＞１　→　α2＝0.9 根固工がある

bw/H1≦１　→　α2＝1.0 場合の補正係数

代表流速
V o ＝ α ・ V m

[Vo]

設計流速
[VD]

 VD =　meanVo

現況最大洗掘深（実測値）

補
正
係
数

固定床

移
動
床

外岸

内岸

影
響
部

根固工

α 採用補正係数α＝α1×α2

{n3
3/2×S3}

計

平均流速
Vm=1/N・Ｒd2/3・Ie1/2

[Vm] 

限界流速
Vc=(ｇ・Ｒd）1/2

[Vc]

河道諸元

径　　深

設計水深

粗
度
係
数

各部
粗度
係数

潤辺

合成
粗度
係数

{n1
3/2×S1}

{n2
3/2×S2}

路線名 計算過程の自動出力

橋梁名 検討結果の自動出力

設計流速算定表（B表）（湾曲部）

【検討位置】 【凡例】

県　名 数値・文章を入力
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位置  No.1 No.2 No.3 備　　考

低水路幅 [b(m)] 13 13 13

曲率半径（河道中心） [R(m)] 50 50 50

河道湾曲半径（内岸側） [r(m)] 44 44 44

河床縦断勾配 [Ie] 1/300 1/300 1/300

左岸法勾配 2.0 2.0 2.0

右岸法勾配 2.0 2.0 2.0

径深 [Rd(m)] 1.3 1.3 1.3

設計水位 [h(m)] 3.0 3.0 3.0

現況平均河床高 [Z(m)] 0.9 1.0 1.0

設計水深 [Hd(m)] 2.1 2.0 2.0

河床部 [n1] 0.030 0.030 0.030

左岸護岸部 [n2] 0.024 0.032 0.024

右岸護岸部 [n3] 0.032 0.032 0.032

河床部 [S1] 4.6 5.0 5.0

左岸護岸部 [S2] 4.7 4.5 4.5

右岸護岸部 [S3] 4.7 4.5 4.5

計 [S] 14.0 14.0 14.0

0.024 0.026 0.026

0.017 0.026 0.017

0.027 0.026 0.026

0.068 0.078 0.069

合成粗度係数 Ｎ 0.029 0.031 0.029

2.4 2.2 2.4

Vm>Vcの場合は

3.6 3.6 3.6 条件を要確認

[△Z] 0.5 0.5 0.5

{b/2R}  下流側L=5b区間

α1＝1+{b/2R}

{△Z/2Hd} 0.12 0.13 0.13

{b/2R} 0.13 0.13 0.13

α1＝1+{b/2R}+{△Z/2Hd} 1.25 1.26 1.26 上限値は2とする

{b/2R}

α1=1+{b/2R}

{△Z/2Hd} 下流側L=2b区間

{b/2R}

α1＝1+{b/2R}+{△Z/2Hd} 上限値は2とする

bw/H1＞１　→　α2＝0.9 根固工がある

bw/H1≦１　→　α2＝1.0 1.00 1.00 1.00 場合の補正係数

1.25 1.26 1.26

3.0 2.8 3.0

影
響
部

代表流速
V o ＝ α ・ V m

[Vo]

設計流速
[VD]

 VD =　meanVo 2.9(m/s)

現況最大洗掘深（実測値）

補
正
係
数

根固工

α 採用補正係数α＝α1×α2

移
動
床

固定床

外岸

内岸

{n3
3/2×S3}

計

平均流速
Vm=1/N・Ｒd2/3・Ie1/2

[Vm] 

限界流速
Vc=(ｇ・Ｒd）1/2

[Vc]

河道諸元

径　　深

設計水深

粗
度
係
数

各部
粗度
係数

潤辺

合成
粗度
係数

{n1
3/2×S1}

{n2
3/2×S2}

路線名 計算過程の自動出力

橋梁名 検討結果の自動出力

設計流速算定表（B表）（湾曲部）

【検討位置】 【凡例】

県　名 数値・文章を入力
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        第 4 章 洪水災害対策および復旧設計         

 

 

 

 

 4.1 法覆工の設計                      

 

(1)法覆工の種類と特徴 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 法覆工については、被災施設の構造及び作用した外力条件等を究明し、設計

に活かされることが重要であり、過去あるいは類似河川での被災事例等を参

考に、設置箇所の河道特性に応じて工法を選定できるよう各法覆工の構造的

な特徴を理解しておく必要がある。 

2) 設計を行う際の参考として、一般的に用いられている法覆工の工法・素材で

分類し、その特徴と環境に対する主な特性を C表、D表に示す。 

3) 法覆工の種類及び素材・形状等により大きく特性が異なることから、施工完

了後においても継続的に追跡調査を行うことが重要である。 

 

この章では、洪水災害を防止するための対策工法の設計方法と洪水後の復

旧設計方法について整理している。 

法覆工の選定にあたっては、構造、使用される素材、外観等は様々である

ことから、各種工法の特徴を十分に理解しておく必要がある。 
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(2)法覆工選定の考え方 

 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 各種法覆工法に対応する設計流速の目安は護岸工法設計流速関係表（C 表、D

表）のとおりである。なお、これらの適用範囲は、現在のところ施工実績等

から求めた工法選定上の目安であり、試験等で実証されたものではない。実

際の適用に当たっては、それぞれの河川の特性を十分勘案した上で用いるこ

と。 

2) 適用流速の範囲内にあっても、経年的な変化により素材が劣化し安定性が失

われる工法もあるので留意する必要がある。素材の選定に当たっては、被災

の原因、設計外力、周辺環境への配慮、耐久性、維持管理、背後地の状況、

河川の規模等を十分に考慮する必要がある。 

3) 護岸の法勾配が 1:1.5 より緩い場合に適用可能な対策工を C表より選定する。

護岸の法勾配が 1:1.5 より急な場合に適用可能な対策工を D表より選定する。 

法覆工は、当該箇所の設計流速等の外力、被災状況、被災原因、河川の規

模、河道状況、背後地の状況、河川環境、断面形状に加え、素材の耐久性、

経済性、施工性等を総合的に勘案して選定する。 
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2 3 4 5

C-1

6

植生系 張芝 ○ 900

護岸工法名 概要図

設計流速(m/s)
植生
対応

施工
単価

(円/m2)

自然石
（練積）

△ 16,200

シート系 ジオテキスタイル ○ 2,500C-2

かご平張 ○ 11,000

C-3

石系

自然石
（空積）

△ 9,900

コンクリート
系

コンクリート
ブロック張

△ 13,300

1:1.5より緩い場合の対策工（C表）

C-5

C-6

C-4

かご系
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△ 15,400

D-4
コンクリート

ブロック
（練積）

△ 21,700

6

コンクリート
系

D-3
コンクリート

ブロック
（空積）

16,200

かご系 D-2 かご多段積 13,500

石系 D-1
自然石
（練積）

△

○

1:1.5より急な場合の対策工（D表）

護岸工法名 概要図

設計流速(m/s)
植生
対応

施工
単価

(円/m2)2 3 4 5
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 C 表、D表の対策工標準設計図を本章において示す。 

 

 

1:1.5 より緩い場合の対策工（C 表） 

工法名 参照頁 

C-1 張芝 p.64 

C-2 ジオテキスタイル p.65 

C-3 自然石（空積） p.66 

C-4 自然石（練積） p.67 

C-5 かご平張 p.68 

C-6 コンクリートブロック張 p.69 

 

 

1:1.5 より急な場合の対策工（D 表） 

工法名 参照頁 

D-1 自然石（練積） p.70 

D-2 かご多段積 p.71 

D-3 コンクリートブロック（空積） p.72 

D-4 コンクリートブロック（練積） p.73 

 

 

【補足】 

 対策工の基礎天端の根入れ深さ hは、0.5(m)～1.5(m)を確保すること。 

 根入れ深さ hは、河川規模、流路形状、洗掘状況、河床材料、被災原因や

上下流の構造物の根入れ状況を総合的に確認して技術者の判断により設

定すること。 
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材
は

、
地

盤
の

状
況

に
応

じ
て

別
途

検
討

し
、

材
種

、
敷

厚
を

決
定

す
る

こ
と

。

4
．

伸
縮

目
地

の
間

隔
は

、
10

m
以

下
と

す
る

こ
と

。

5
．

φ
7
5m

m
程

度
の

水
抜

き
孔

を
2
.0

m
2に

一
箇

所
設

け
る

の
が

望
ま

し
い

。

　
 た

だ
し

、
擁

壁
前

面
に

水
位

が
あ

る
場

合
は

設
け

な
い

こ
と

と
す

る
。

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

　
　

　
　

↓

（
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吸
出

し
防

止
材

設
置
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（
6）

裏
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材
投

入
転

圧

　
　

　
　

↓

（
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自
然

石
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↓

（
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胴
込

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

　
　

　
　

↓

（
9）

機
械

搬
出

L

自
然
石

裏
込
材

1：
N1

h

H

水
抜
パ
イ
プ
（

φ
75
mm
）

※
吸
出
し
防
止
材
設
置

胴
込
コ
ン
ク
リ

－
ト

σ
ck
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8N
/m
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【
C
-
5
】

か
ご

平
張

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

基
礎

工

　
　

　
　

↓

（
5）

吸
出

し
防

止
材

設
置

　
　

　
　

↓

（
6）

籠
組

立
・据

付
け

　
　

　
　

↓

（
7）

補
強

材
設

置

　
　

　
　

↓

（
8）

詰
　

石

　
　

　
　

↓

（
9）

補
強

材
撤
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↓

（
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蓋

設
置

　
　

　
　

↓

（
11

）
覆

　
土

　
　

　
　

↓

（
12

）
機

械
搬

出

注
意

事
項

1
．

河
川

水
が

強
い

酸
性

ま
た

は
塩

分
濃

度
を

有
す

る
河

川
で

、
著

し
く
鉄

線
の

腐
食

の

　
 恐

れ
が

あ
る

区
間

で
は

、
本

工
法

を
採

用
し

な
い

。

2
．

河
床

材
料

が
転

石
等

で
構

成
さ

れ
、

鉄
線

の
耐

久
性

に
著

し
く
支

障
を

及
ぼ

す
区

間

　
 で

は
、

本
工

法
を

採
用

し
な

い
。

3
．

鉄
線

籠
の

厚
さ

は
、

5
0
c
m

を
標

準
と

す
る

。

4
．

中
詰

材
の

粒
径

は
、

設
計

流
速

と
水

深
よ

り
設

定
す

る
こ

と
。

5
．

鉄
線

籠
に

使
用

す
る

線
材

は
、

亜
鉛

＋
ア

ル
ミ

合
金

メ
ッ

キ
さ

れ
た

も
の

、
ま

た
は

　
 同

等
品

以
上

の
も

の
を

使
用

す
る

こ
と

。

6
．

籠
の

下
面

に
は

、
土

砂
の

吸
出

し
を

防
止

す
る

た
め

、
吸

出
し

防
止

材
を

設
置

す
る

こ
と

。

　
 重

ね
合

わ
せ

は
、

流
水

に
よ

る
め

く
れ

を
考

慮
し

て
上

流
側

の
シ

ー
ト

を
上

に
設

置
す

る
。

　
 重

ね
合

せ
幅

は
、

1
0c

m
以

上
を

確
保

す
る

こ
と

。
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※
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2当

た
り
）

名
　
　

称

か
ご
平

積

割
　
栗

　
石

吸
出
し

防
止

材

規
　

　
格

単
　
位

m2 m3 m2
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0

48
.6

10
7

数
　
量

平
張
タ

イ
プ

5～
15
c
m、

15
～

20
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厚
さ
10

mm

（
※

）
か

ご
多

段
積

の
面

積
は

、
正

面
投

影
面

積
当

た
り

と
す

る
。

1
0
c
m

吸
出
し
防
止
材
（
上
流
側
）

吸
出
し
防
止
材
（
下
流
側
）

流
向

【
吸
出
し
防
止

材
設
置
詳
細
図

】

＝
10
0×

0.
5
×
0.

9×
（

1+
0
.0
8）

＝
10
0×

（
1+
0.

07
）
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出
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-
6
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ン
ク
リ
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ロ
ッ
ク
張

標
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面
図
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H

基
礎
寸
法
及
び
材
料
表
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0.
25
0

0
.6
00

 5
00

 1
0
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00
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材
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基
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基
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材
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σ
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 1
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 3
00

1:
1
.5

 5
50
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21
3

0
.5
00
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00

  
 
0

 3
00

1:
2
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注
意

事
項

1
．

中
間

の
設

計
条

件
に

対
し

て
は

、
直

近
上

位
の

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
。

2
．

ブ
ロ

ッ
ク

は
、

圧
縮

強
度

σ
ck

=1
8
N

/m
m

2
以

上
と

し
、

1
.0

m
2
当

た
り
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 使

用
重
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35
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g以
上

で
あ
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と
。

3
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基
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コ
ン

ク
リ

ー
ト
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σ
ck

=1
8
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/m
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と

す
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こ
と

。

4
．

基
礎

材
は

、
地

盤
の

状
況

に
応

じ
て

別
途

検
討

し
、

材
種

、
敷

厚
を

決
定

す
る

こ
と

。

5
．

伸
縮

目
地

の
間

隔
は

、
10

m
以

下
と

す
る

こ
と

。

6．
φ

7
5m

m
程

度
の

水
抜

き
孔

を
2
.0

m
2に

一
箇

所
設

け
る

の
が

望
ま

し
い

。

　
 た

だ
し

、
擁

壁
前

面
に

水
位

が
あ

る
場

合
は

設
け

な
い

こ
と

と
す

る
。

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土
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法
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整
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ク
張

　
　

　
　

↓

（
8）

機
械

搬
出

1：
N1

水
抜
パ
イ
プ
（

φ
75
mm
）

※
吸
出
し
防
止
材
設
置

裏
込
材

コ
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注
意

事
項

1
．

中
間

の
設

計
条

件
に

対
し

て
は

、
直

近
上

位
の

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
。

2
．

天
端

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
胴

込
コ

ン
ク

リ
ー

ト
お

よ
び

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

は
、

　
 σ

ck
=1
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N
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2
以

上
と

す
る

こ
と

。

3
．

基
礎

材
は

、
地

盤
の

状
況

に
応

じ
て

別
途

検
討

し
、

材
種

、
敷

厚
を

決
定

す
る

こ
と

。

4
．

伸
縮

目
地

の
間

隔
は

、
10

m
以

下
と

す
る

こ
と

。

5
．

φ
7
5m

m
程

度
の

水
抜

き
孔

を
2
.0

m
2に

一
箇

所
設

け
る

の
が

望
ま

し
い

。

　
 た

だ
し
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前

面
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水
位

が
あ

る
場
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け
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す
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。
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中
 詰

 
材

設
計

流
速

（
m/

s）

水
深
(
m)

標
準
断
面
図

【
D-

2】
か

ご
多

段
積 注

意
事

項

1
．

河
川

水
が

強
い

酸
性

ま
た

は
塩

分
濃

度
を

有
す

る
河

川
で

、
著

し
く
鉄

線
の

腐
食

の

　
 恐

れ
が

あ
る

区
間

で
は

、
本

工
法

を
採

用
し

な
い

。

2
．

河
床

材
料

が
転

石
等

で
構

成
さ

れ
、

鉄
線

の
耐

久
性

に
著

し
く
支

障
を

及
ぼ

す
区

間

　
 で

は
、

本
工

法
を

採
用

し
な
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 4.2 基礎工の設計                      

 

 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 護岸の被災事例で最も顕著なものは、洪水時の河床洗掘を契機として基礎工

が浮き上がってしまい、基礎工及び法覆工が被災する事例である。 

2) 基礎工天端の基本的な考え方は、以下のとおりである。 

① 基礎工の天端高は、一般的に現況最深河床高、又は推定最大洗掘深から 0.5

～1.5ｍ程度埋め込んでいるが、その深さは河川規模、洗掘状況、流速、水衝

部か否か、河床材料、被災原因や上下流構造物の根入れを考慮して設定する。 

② 河床洗掘が大きい場所や局所的に深掘れが想定される場所等で、基礎の根入

れのみでは安定が確保されない場所又は、基礎の根入れ長を確保するより経

済的となる場合は、根固め工の設置を検討する。 

 

 
図 4.2.1 基礎の根入れ概要図 

護岸の基礎工（法留工）は、洪水による洗掘などを考慮して基礎天端高を

設定し、法覆工を安全に支持できる構造とする。 

基礎部の埋め戻しにあたっては、寄せ石などにより水際部に変化を持たせ

るなど、河川環境に配慮する。 
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 4.3 根固工の設計                      

 

(1)根固工の種類と特徴 

 

 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 護岸の被災原因の多くは、基礎部の洗掘によるものである。根固工は、その

地点の流勢を減じ、河床を直接覆うことで急激な洗掘を緩和する目的で設置

する。 

2) 根固工は流水の作用に対して安全である必要があり、法覆工と同様に各工法

の構造的な特徴を理解した上で、そのタイプや配置について検討する。 

3) 資源の有効利用や環境保全の観点から、現地発生材や間伐材の活用を積極的

に図るものとする。 

4) 一般的に用いられる根固工の種類を表 4.3.1 に示す。 

 

根固工は、洪水時の洗掘を緩和し、基礎工の安定を図るために設置される

ものであり、単独もしくは法覆工と組み合わせて施工する。 

根固工には種々の素材を用いた工法があることから、各工法の特徴を十分

理解しておく必要がある。 
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(2)根固工選定の考え方 

 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 根固工は外力である設計流速に対応するものを採用する。また、施工実績等

も参考に設計する。 

2) 表 4.3.1 以外の工法であっても設計流速に適応できる合理的な根固構造が

ある場合は、採用してよい。 

 

 

根固工は、被災状況および河道特性などに応じて設計流速等の外力に対し

て安全な構造で、河川環境に配慮し、施工性、経済性などを総合的に勘案し

て選定する。 
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表 4.3.1 根固工の種類と特徴 

 

 概要図 特徴と考え方 

石系 

 

・石の粒径は、流速に抵抗できるものを適

切に選定する。 

・現地周辺の石材を活用する。 

 

 

袋体系 

 

・流速が大きい場合は、袋体同士をワイヤ

ー等により結束する。 

・中詰め材が鋭利であると、袋体が損傷す

るため注意する。 

 

かご系 

 

・かご材は、十分な強度と耐久性を有した

ものを採用する。 

・大きな石が流れる流路には、採用しない

こと。 

 

ブロック系 

 

・流体力に対して、適切な重量や安全性を

有するものを採用する。 

・流速が大きい場合は、ブロック間の連結

を行う。 
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(3)根固工設置に当たっての留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 根固工は、被災原因を十分に把握して適正な箇所に設置する。出水時の急激

な河床洗掘による被災箇所や水衝部などの局所的な河床洗掘による災害を受

けやすい箇所、及び既設根固工（上・下流を含めて）のある箇所では、現地

条件を十分に把握し、必要性を検討して設置する。 

2) 根固工の設置には、水際部の多様な環境の保全に配慮する。 

3) 根固工の設置高さは、原則として根固工を設置する場所の現況河床高に根固

工の上面を合わせる。しかし、設置場所の水深、上下流の河床状況等を考慮

して適当でない場合は、設置高を変更する。 

根固工は、設計流速や局所的な河床洗掘などの河床変動などを考慮し、原

則として以下の場合に設置する。 

 ・被災原因が洗掘である。または、根固工が流出した場合 

 ・最深河床が深く、護岸基礎の根入れが不経済となる場合 

 ・基礎の根入れのみでは、必要な安定性が確保できない場合 
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 4.4 天端工・天端保護工・小口止め工・すり付け工等      

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 護岸工の設置箇所の地形、上下流施設との関係、土質等により、必要に応じ

て天端工・天端保護工、小口止め工、吸い出し防止材、裏込め材、すりつけ

工等の付属工を適切に設置する必要がある。 

2) 付属工の設計が不適切な場合には、天端や上下流からの侵食、背後からの吸

い出しを契機として護岸の被災につながる事例が多く見られる。 

 

 

表 4.4.1 天端保護工の種類と特徴 

 

 概要図 特徴と考え方 

石系 

 

・一般的に 1.5m～2.0m 程度の敷設幅とす

る。 

・現地周辺の石材を活用する。 

 

かご系 

 

・一般的に 1.5m～2.0m 程度の敷設幅とす

る。 

・中詰め材は、現地周辺の石材を活用する。

 

 

天端工、天端保護工は法覆工の天端の保護を目的として設置し、すり付け

工は上下流のすり付け部の侵食防止を目的として設置する。 
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表 4.4.2 小口止め工の種類と特徴 

 

 概要図 特徴と考え方 

コンクリート

・護岸の上下流端部に高さ 1.0m 程度の

コンクリート壁を設置する。 

 

 

 

 

矢板 

・護岸の上下流端部に矢板を 3.0m 程度

設置する。 
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 4.5 水制工の設計                      

 

 

 

 

 

＜＜解説＞＞ 

1) 水制の効用として、以下の項目があげられるが適用にあたっては、河川の規

模や勾配等、適用条件を十分調査し、活用することが望ましい。 

① 水制付近に土砂の堆積を生じさせることが多く、流速減少の効果が期待でき

る。 

② 水の流れを変える。河岸に多様な水際線や良好な河川景観を創出する 

2) 川幅（HWL 幅）25ｍ以上の河川では、水制の採用可否を検討する。 

3) 川幅の小さい河川では、水制の設置により河床洗掘、河岸侵食を助長する恐

れがあるため、その適用に当たっては当該河川及び類似河川の実績等を十分

勘案して判断する必要がある。 

河岸侵食防止を図る手法としては、法覆工、根固工を用いる事例が多いが、

川幅が広い河川で流水の方向を変えることにより河岸の侵食防止を期待でき

る場合には、水制の設置についても検討する。 
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水制工

平常時 洪水時

25m以上
 

図 4.5.1 水制工設置概要図 
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 4.6 復旧工法の総合チェック                  

 

 復旧工法に関する検討内容を治水面、環境面、維持管理面から総合的にチェ

ックし、必要に応じて再度復旧工法を検討する。 

 

（1）現地調査と被災原因の把握 

 現地調査を行ったか 

 被災原因の把握 

 被災箇所および周辺状況の把握 

 A 表の作成 

 

 

（2）復旧工法の選定 

 被災原因への対応 

 その他、設計、施工上の留意点 

 

 

（3）構造物の安全性 

 設計流速、最大洗掘深、転石等の把握 

 法覆工は設計流速に対して安全な工種が選定されているか 

 B 表の作成 
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（4）環境への配慮 

 間伐材や現地発生材等の活用 

 貴重種や特記すべき動植物への配慮 

 

 

（5）施工管理 

 施工時期 

 水際部の変化 

 施工上の工夫 

 

 

（6）コスト縮減 

 コスト縮減に配慮しているか 

 

 

（7）維持管理 

 維持管理が適切にできる構造となっているか 
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         第 5 章 洪水災害対策費用の算定          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5.1 洪水対策工法の積算                   

 

C 表、D表の標準数量および積算根拠を本章において示す。 

 

1:1.5 より緩い場合の対策工（C 表） 

工法名 参照頁 

C-1 張芝 p.86 

C-2 ジオテキスタイル p.87 

C-3 自然石（空積） p.88 

C-4 自然石（練積） p.89 

C-5 かご平張 p.90 

C-6 コンクリートブロック張 p.91 

 

1:1.5 より急な場合の対策工（D 表） 

工法名 参照頁 

D-1 自然石（練積） p.92 

D-2 かご多段積 p.93 

D-3 コンクリートブロック（空積） p.94 

D-4 コンクリートブロック（練積） p.95 

この章では、洪水対策工法の工法別積算資料と直接工事費を算出するため

の人件費および材料単価について整理している。 

 積算項目に関しては、日本のシステムを導入しているため、タイ国内の事

情に合わない場合は、随時変更していくことが望ましい。 

 また、人件費や材料単価は、タイ国内においても地方毎に異なるため、DRR

職員による不断の努力により最新の情報に更新して、DRR 積算システムを使

用することが望まれる。 
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.3 19,100 5,730

2 普通作業員 人 2.7 14,000 37,800

3 芝 m2 100.0 410 41,000

4 諸雑費 % 3.0 84,530 2,536 式1

87,066

871

≒ 900 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式1）

5,730

37,800

41,000

合計 84,530

・諸雑費率は、3%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 普通作業員 

（項目3） 芝

式1

労務費（項目1,2）と材料費（項目3）の合計額に諸雑費率を考慮

【C-1】張芝
単価算出数量 100 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.3 19,100 5,730

2 普通作業員 人 2.7 14,000 37,800

3 ジオテキスタイル m2 100.0 2,000 200,000

4 諸雑費 % 3.0 243,530 7,306 式1

250,836

2,508

≒ 2,500 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式1）

5,730

37,800

200,000

合計 243,530

（項目3） ジオテキスタイル

式1

労務費（項目1,2）と材料費（項目3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、3%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 普通作業員 

【C-2】ジオテキスタイル
単価算出数量 100 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.58 19,100 11,078

2 特殊作業員 人 0.58 17,300 10,034

3 普通作業員 人 1.15 14,000 16,100

4 石材 m2 10.0 1,500 15,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 胴込材 割栗石 m3 2.26 4,500 10,170 式2

7 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 10.9 510 5,559 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.3 38,400 11,520

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 1.79 9,187 16,445

10 諸雑費 % 1.0 37,212 372 式4

99,158

9,916

≒ 9,900 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

11,078

10,034

16,100

合計 37,212

式2

胴込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

・ロス率Kは、13%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.13)＝2.26(m3)

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

（項目3） 普通作業員 

式3

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

【C-3】自然石（空積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.83 19,100 15,853

2 特殊作業員 人 1.30 17,300 22,490

3 普通作業員 人 1.94 14,000 27,160

4 石材 m2 10.0 1,500 15,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 コンクリート 高炉 m3 1.120 11,800 13,216 式2

7 遮水シート 厚さ10mm m2 10.9 1,420 15,478 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.6 38,400 23,040

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 2.38 9,187 21,865

10 諸雑費 % 8.0 65,503 5,240 式4

162,222

16,222

≒ 16,200 （円/m2）

　体積V=(π×D^3)/2、占有面積A'=(√3×D^2)/2、基本数量N=10/A'

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

15,853

22,490

27,160

合計 65,503

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・Dは、石材料の直径0.5mと仮定する。

　10(m2)当たりの設計量は、[0.5×10-0.06×46]/2＝1.12(m3)

式3

遮水シートの使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込コンクリートの使用量(m3)＝[(D×10m2)-(V×N)]・・・（式2）

【C-4】自然石（練積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.8 19,100 15,280

2 特殊作業員 人 1.2 17,300 20,760

3 普通作業員 人 9.9 14,000 138,600

4 かごマット 厚さ0.5m m2 100.0 5,690 569,000

5 割ぐり石 m3 48.6 4,500 218,700 式1

6 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 107.0 510 54,570 式2

7 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 8.2 8,845 72,529

8 諸雑費 % 4.0 247,169 9,887 式3

1,099,326

10,993

≒ 11,000 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）＋（項目7）・・・（式3）

15,280

20,760

138,600

72,529

合計 247,169

・諸雑費率は、4%を上限とする。

土木一般世話役 

特殊作業員 

普通作業員 

バックホウ運転費  

【C-5】かご平張

（項目1）

（項目2）

（項目3）

（項目7）

・ロス率は、7%を標準とする。

　100(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝100(m2)×（1＋0.07）＝107(m2)

単価算出数量 100 m2

式3

労務費（項目1,2,3）と機械運転損料費（項目7）の合計額に諸雑費率を考慮

式1

式2

中詰用石材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・設計量は、かごマット容積の90%を標準とする。

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

・ロス率は、8%を標準とする。

　100(m2)当たりの中詰用石材の使用量＝45(m3)×（1＋0.08）＝48.6(m3)

合計

1m2当たり

　100(m2)当たりの設計量は、100(m2)×0.5(m)×0.9＝45(m3)
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.1 19,100 1,910

2 ブロック工 人 0.2 19,200 3,840

3 特殊作業員 人 0.2 17,300 3,460

4 普通作業員 人 0.7 14,000 9,800

5 コンクリートブロック m2 10.0 10,000 100,000

6 吸出し防止材設置工 厚さ10mm m2 11.2 510 5,712 式1

7 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.2 38,400 7,680

8 諸雑費 % 4.0 26,690 1,068 式2

133,470

13,347

≒ 13,300 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）＋（項目4）＋（項目7）・・・（式3）

1,910

3,840

3,460

9,800

7,680

合計 26,690

（項目7） ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  

（項目4） 普通作業員 

・諸雑費率は、4%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） ブロック工

（項目3） 特殊作業員 

式2

労務費（項目1,2,3）と機械運転損料費（項目7）の合計額に諸雑費率を考慮

式1

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

・ロス率は、12%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.12）＝11.2(m2)

【C-6】コンクリートブロック張
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.83 19,100 15,853

2 特殊作業員 人 1.30 17,300 22,490

3 普通作業員 人 1.94 14,000 27,160

4 石材 m2 10.0 1,500 15,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 コンクリート 高炉 m3 1.120 11,800 13,216 式2

7 遮水シート 厚さ10mm m2 10.9 1,420 15,478 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.6 38,400 23,040

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 2.38 9,187 21,865

10 諸雑費 % 8.0 65,503 5,240 式4

162,222

16,222

≒ 16,200 （円/m2）

　体積V=(π×D^3)/2、占有面積A'=(√3×D^2)/2、基本数量N=10/A'

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

15,853

22,490

27,160

合計 65,503

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・Dは、石材料の直径0.5mと仮定する。

　10(m2)当たりの設計量は、[0.5×10-0.06×46]/2＝1.12(m3)

式3

遮水シートの使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込コンクリートの使用量(m3)＝[(D×10m2)-(V×N)]・・・（式2）

【D-1】自然石（練積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 普通作業員 人 57.0 14,000 798,000

2 かごマット 多段タイプ m2 350.0 5,690 1,991,500

3 割ぐり石 m3 332.0 4,500 1,494,000

4 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 600.0 510 306,000

5 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 16.0 8,845 141,520

4,731,020

13,517

≒ 13,500 （円/m2）

【D-2】かご多段積
単価算出数量 350 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.58 19,100 11,078

2 特殊作業員 人 0.58 17,300 10,034

3 普通作業員 人 1.15 14,000 16,100

4 コンクリートブロック m2 10.0 7,000 70,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 胴込材 割栗石 m3 2.26 4,500 10,170 式2

7 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 10.9 510 5,559 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.3 38,400 11,520

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 1.79 9,187 16,445

10 諸雑費 % 1.0 37,212 372 式4

154,158

15,416

≒ 15,400 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

11,078

10,034

16,100

合計 37,212

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・ロス率Kは、13%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.13)＝2.26(m3)

式3

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

【D-3】コンクリートブロック（空積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.83 19,100 15,853

2 特殊作業員 人 1.30 17,300 22,490

3 普通作業員 人 1.94 14,000 27,160

4 コンクリートブロック m2 10.0 7,000 70,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 コンクリート 高炉 m3 1.120 11,800 13,216 式2

7 遮水シート 厚さ10mm m2 10.9 1,420 15,478 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.6 38,400 23,040

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 2.38 9,187 21,865

10 諸雑費 % 8.0 65,503 5,240 式4

217,222

21,722

≒ 21,700 （円/m2）

　体積V=(π×D^3)/2、占有面積A'=(√3×D^2)/2、基本数量N=10/A'

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

15,853

22,490

27,160

合計 65,503

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・Dは、石材料の直径0.5mと仮定する。

　10(m2)当たりの設計量は、[0.5×10-0.06×46]/2＝1.12(m3)

式3

遮水シートの使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込コンクリートの使用量(m3)＝[(D×10m2)-(V×N)]・・・（式2）

【D-4】コンクリートブロック（練積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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                 第 6 章 設計例             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 6.1 パイロット橋梁を代表とした検討フロー          

 

 本マニュアルでは、『2.2 洪水時の点検』内のフローに示す様に洪水後の緊

急調査を行い、緊急措置が必要と評価されたものに関して整理している。 

パイロット橋梁を代表とした洪水後の復旧対策検討フローを次頁以降に整理

した。 

 

 

 

 

この章では、パイロット橋梁を代表として、洪水被害を受けた道路および

橋梁周辺の簡易測量方法から洪水対策工の設計図面作成、工事発注の積算ま

での例を利用して、本マニュアルの活用方法を示す。 

また、本設計例を参考に洪水対策や洪水復旧を目的にした事例集をとりま

とめ、今後このマニュアルを改訂していくことが望まれる。 

さらに、対策工法などや対策の詳細や留意点などに関しても現地状況に対

応して、適宜改訂されていくことが必要である。 
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図 6.1.1 洪水後の復旧対策検討フロー 

応急調査 

 簡易測量 

 被災状況写真撮影 

 A-1 表、A-2 表の作成 

洪水対策工設計のための詳細測量 

洪水災害評価 

洪水対策方法の検討 

 対策工設計図面作成 

 対策工数量算出 

 A 表作成（河川特性把握） 

 B 表作成（被災流速把握） 

 

復旧工事用の積算 

洪水による被害発生

緊急調査による一次評価で、何らかの復旧対策が必要と評価 

 エンジニアが主導してテクニ

シャンが被災状況の測量を実

施 

6.2 章 参照 

6.3 章 参照 

6.4 章 参照 

6.5 章 参照 

6.6 章 参照  DRR の積算システムを利用し

て、復旧工事用の積算を実施 
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 6.2 洪水被災後の点検                    

 

 洪水被災後の点検に関する作業全体の流れを以下に示す。STEP 毎の作業説明

は、次頁以降を参照願う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体の被災状況確認（目視） STEP1 

STEP2 全体の地形描画（スケッチ） 

STEP3 区分別被災状況の確認 

STEP4 被災延長の確認 

STEP5 被災延長の撮影 

STEP6 被災断面の確認（1） 

STEP7 被災断面の確認（2） 

STEP8 流下断面阻害物・空洞の確認 

STEP9 局所洗掘状況の確認 

STEP10 橋梁周辺部変状の確認 

STEP11 簡易帳票に整理して報告 

全体確認 

被災延長確認 

被災断面確認 

周辺被災確認 
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 橋梁 

 川の形状、流れの方向 

 家屋や公共構造物有無を確認 

 

 

 被災地の全体地形をスケッチ 

 上下流を図示 

 家屋等が近接していれば図示 

 その他、特殊構造を図示 

 
 

 3 区分により被災状況を確認する。 

 （1）橋梁下流部 

 （2）橋梁直下部 

 （3）橋梁上流部 

 

 

 

 被災延長の起点・終点にポールを設置 

 地形変化点にポール設置 

 橋梁からの距離を測定 

 

 

 

 被災延長を撮影 

 被災延長が長い場合は、重ね処理 

 

 

 

STEP1 

STEP2 

STEP3 

STEP4 

STEP5 

STEP6 へ続く（次頁参照）

全体の被災状況確認（目視） 

全体の地形描画（スケッチ） 

区分別被災状況の確認 

被災延長の確認 

被災延長の撮影 
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 河川断面幅を変化点毎テープにより測定 

 

 

 

 

 

 ポールやスタッフを利用して断面測定 

 

 

 

 

 

 橋梁直下の状況を測定する。 

 

 

 

 

 

 局所洗掘状況を測定する。 

 

 

 

 

 

 橋台背面吸出し状況なども測定する。 

 

 

 

STEP6 

STEP7 

STEP8 

STEP9 

STEP10 

横断測定は、橋梁からの距離記入 

洪水痕跡水位や洗掘前の地盤線記入 

空洞等は、範囲や深さを測定 

橋梁からの距離、洗掘幅・深度を記入

橋梁からの距離、空洞範囲深さを記入

STEP5 より続く（前頁参照）

被災断面の確認（1） 

被災断面の確認（2） 

流下断面阻害物・空洞の確認 

局所洗掘状況の確認 

橋梁周辺部変状の確認 

上流から下流側を見た横断図を作成 

STEP11 簡易帳票に整理して報告 
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 作業フローに基づいて、A-1 表（被災状況整理表）と A-2 表（被災状況写真表）

を作成する。 

 

 A-1 表（被災状況整理表）⇒3.1.1 章参照 

 A-2 表（被災状況写真表）⇒3.1.2 章参照 
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 6.3 洪水被災地の詳細測量                  

 

 詳細な復旧対策工の設計図面を作成し、数量算出を行って積算し発注するこ

とを目的に詳細測量を実施する必要がある。 

 詳細測量図面には、下記事項を図示する。 

 

（平面図） 

 流下方向がわかるようにする。 

 基準点位置を明確にする。 

 道路管理測点を明記する。 

 道路、橋梁構造などを明記する。 

 横断測量断面位置と測量方向を明記する。 

 測量中心線を明記する。 

 

（横断図） 

 測量中心線と基準標高を図示する。 

 道路、橋梁構造を図示する。 

 残置構造物（旧橋台や旧橋脚の杭など）を図示する。 

 洪水時の痕跡水位を明記する。 

 洗掘が生じている場合は、洗掘前の地形を破線などで図示する。 
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 6.4 洪水災害評価                      

 

 まずは、簡易測量成果や詳細測量成果を利用して B 表（設計流速算定表）を

作成する。 

次に、計画勾配に応じて、C 表と D 表から各対策工法の適応流速を確認して、

経済性や施工性などの総合評価を行って、最適な洪水対策復旧工法や対策工法

を選定する。 

  

 

 

表 6.4.1 対策工法一覧表 

橋梁名 1030-2 1030-3 

設計流速（m/s） 2.3 2.6 

計画勾配 1:1.0 1:1.0 

対策工選定表 D 表 D 表 

対策工法名 
D-2 

かご多段積み 

D-2 

かご多段積み 
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 以下に、1030-2 橋梁における B 表を示す。 
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 以下に、1030-3 橋梁における B 表を示す。 
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 6.5 洪水対策方法の検討                   

 

 詳細測量図面を参考に、対策工の施工範囲や設置深度を設計図面として整理

し、工事発注用の数量を算出する。 

 工事用の数量を算定したら、A表（災害復旧箇所河川特性整理表）に整理して

概算工事費用を算定することができる。 

 また、施工手順を具体的にフローに整理し、施工対象地区の詳細測量図面を

利用して施工手順図を作成すると、施工指導の際に有効である。 

 

 

 

表 6.5.1 A 表記入例（1030-2 橋梁） 
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図 6.5.1 施工手順図（参考） 
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図 6.5.2 施工手順図（参考） 
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図 6.5.3 対策工設計図面（1030-2 橋梁） 
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図 6.5.4 対策工設計図面（1030-2 橋梁） 
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図 6.5.5 対策工設計図面（1030-2 橋梁） 
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図 6.5.6 対策工設計図面（1030-3 橋梁） 
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図 6.5.7 対策工設計図面（1030-3 橋梁） 
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図 6.5.8 対策工設計図面（1030-3 橋梁） 
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 6.6 工事発注用の積算                    

 

 パイロット工事対象の橋梁 1030-2 と 1030-3 において、算出した数量を利用

し日本の積算基準を用いて積算したものを次頁以降に紹介する。 

 また、DRR の積算システムを利用した積算資料の抜粋を参考に示す。 

 

 

 

表 6.6.1 対策工法一覧表 

橋梁名 1030-2 1030-3 

直接工事費 

（諸経費含まない） 
500 万円 500 万円 
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Type of works Unit price (yen) Cost (yen) Remarks
Gabion 334.6 m2

Rubble 317.4 m3

Mat 573.6 m2

Concrete 7.8 m3 35,000 273,000

Backfilling (*1) 263.2 m3 300 78,960 Construiction cost(*2)

4,869,060
5,000,000

Items Unit Quantity Remarks
Gabion m2 350 (*3)

Rubble m3 332
Worker person 57

Mat m2 600

13,500 4,517,100

Total

t=10mm

Backhoe
Oil-pressure crawler,
Bucket size:0.6m3 hour 16

Material and
construction cost

(Reference：　Japanese standards)

      it is not necessary to purchase.
      If not, the backfilling material shall be purchased. 

[1030-2]B.O.Q

Quantity

*1) If the backfiling material is available near the construction site,

*2) Including only labor and machinery costs.

Description

Approximate

*3) The quantity of Gabion is the vertical projection area. 

(per vertical projection area of 350m2 )

Multilayer type

50~150mm
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Height(m) Length(m)
3.5 × 17.6 ＝ 61.6 (m2)

nos.
61.6(m2) × 4 ＝ 246.4 (m2) ・・・①

Height(m) Length(m)
3.0 × 9.0 ＝ 27.0 (m2)

nos.
27.0(m2) × 2 ＝ 54.0 (m2) ・・・②

Height(m) Length(m)
0.5 × 7.6 ＝ 3.8 (m2)

nos.
3.8(m2) × 9 ＝ 34.2 (m2) ・・・③

① ＋ ② ＋ ③

＝ 246.4 ＋ 54.0 ＋ 34.2

＝

350.0(m2) ： 332.0(m3) ＝ 334.6(m2) ： X
X ＝

350.0(m2) ： 600.0(m2) ＝ 334.6(m2) ： Y
Y ＝

　Total vertical projection area

Vertical projection area (m2)

Vertical projection area (m2)

[1] Gabion
　(1) h=3.5m

　(2) h=3.0m

　(3) h=0.5m

573.6 (m2)

[2] Rubble

[3] Mat (prevention of soil suck-out)

Vertical projection area (m2)

334.6(m2)

317.4 (m3)

 

117



S = 2.0 × 2.5

＋ 1/2 ×( 1.0 ＋ 2.0 )×1.0
= 6.5(m2)

nos.
6.5(m2) × 4 ＝ 26.0 (m2)

V = 26.0(m2) × 0.3(m) = 7.8(m3)

[4] Concrete
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Width Height
S = 9.2(m) × 0.6(m) = 5.5(m2)

V = 5.5(m2) × 20.0(m) = 110.0(m3) ・・・①

Width Height
S = 9.2(m) × 0.3(m) = 2.8(m2)

V = 2.8(m2) × 9.0(m) = 25.2(m3) ・・・②

Width Height
S = 9.2(m) × 0.7(m) = 6.4(m2)

V = 6.4(m2) × 20.0(m) = 128.0(m3) ・・・③

① ＋ ② ＋ ③

＝ 110.0 ＋ 25.2 ＋ 128.0

＝

　(3) Downstream (Section: 3-3)

　Total volume

[5] Backfilling
　(1) Upstream (Section: 4-4)

263.2(m3)

　(2) Midstream (Section: center of bridge)
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Type of works Unit price (yen) Cost (yen) Remarks
Gabion 317.3 m2

Rubble 301.0 m3

Mat 543.9 m2

Concrete 7.8 m3 35,000 273,000

Backfilling (*1) 1043.6 m3 300 313,080 Construiction cost(*2)

4,869,630
5,000,000

Items Unit Quantity Remarks
Gabion m2 350 (*3)

Rubble m3 332
Worker person 57

Mat m2 600

hour 16

*1) If the backfiling material is available near the construction site,
      it is not necessary to purchase.

*2) Including only labor and machinery costs.

Multilayer type

50~150mm

[1030-3]B.O.Q

(Reference：　Japanese standards)

(per vertical projection area of 350m2 )

Quantity

13,500 4,283,550 Material and
construction cost

Total
Approximate

      If not, the backfilling material shall be purchased. 

Description

t=10mm

*3) The quantity of Gabion is the vertical projection area. 

Backhoe
Oil-pressure crawler,
Bucket size:0.6m3
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Height(m) Length(m)
3.5 × 17.2 ＝ 60.2 (m2)
3.5 × 10.0 ＝ 35.0 (m2)

nos.
60.2(m2) × 3 ＝ 180.6 (m2)
35.0(m2) × 1 ＝ 35.0 (m2)

180.6(m2) + 35.0(m2) ＝ 215.6 (m2) ・・・①

Height(m) Length(m)
3.0 × 9.0 ＝ 27.0 (m2)

nos.
27.0(m2) × 2 ＝ 54.0 (m2) ・・・②

Height(m) Length(m)
0.5 × 10.6 ＝ 5.3 (m2)

nos.
5.3(m2) × 9 ＝ 47.7 (m2) ・・・③

① ＋ ② ＋ ③

＝ 215.6 ＋ 54.0 ＋ 47.7

＝

350.0(m2) ： 332.0(m3) ＝ 317.3(m2) ： X
X ＝

350.0(m2) ： 600.0(m2) ＝ 317.3(m2) ： Y
Y ＝

[1] Gabion
　(1) h=3.5m

Vertical projection area (m2)

　(2) h=3.0m
Vertical projection area (m2)

　(3) h=0.5m
Vertical projection area (m2)

301.0 (m3)

543.9 (m2)

　Total vertical projection area

[2] Rubble

[3] Mat (prevention of soil suck-out)

317.3(m2)
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S = 2.0 × 2.5

＋ 1/2 ×( 1.0 ＋ 2.0 )×1.0
= 6.5(m2)

Locations
6.5(m2) × 4 ＝ 26.0 (m2)

V = 26.0(m2) × 0.3(m) =

[4] Concrete

7.8(m3)
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Width Height
S = 10.6(m) × 1.3(m) = 13.8(m2)

V = 13.8(m2) × 20.0(m) = 276.0(m3) ・・・①

Width Height
S = 12.2(m) × 0.2(m) = 2.4(m2)

V = 2.4(m2) × 9.0(m) = 21.6(m3) ・・・②

Width Height
S = 28.7(m) × 1.3(m) = 37.3(m2)

V = 37.3(m2) × 20.0(m) = 746.0(m3) ・・・③

① ＋ ② ＋ ③

＝ 276.0 ＋ 21.6 ＋ 746.0

＝

　(2) Midstream (Section: center of bridge)

　(3) Downstream (Section: 3-3)

　Total volume

[5] Backfilling

1043.6(m3)

　(1) Upstream (Section: 4-4)
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 以下に、DRR の積算システムを利用した積算資料の抜粋を参考に示す。 

 

 

 

 

 

124



タイ国 

運輸省地方道路局 

 
 
 

タイ国 
地方における橋梁基本計画作成・ 
橋梁維持管理能力プロジェクト 

 
 
 
 

「洪水災害対策・復旧マニュアル」 
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まえがき 

 

洪水により DRR が管理する橋梁において、橋脚周辺の局所洗掘や橋台背面土

砂の流出によるアプローチ道路の流出など様々な洪水被害が生じ、緊急的・持

続的な対策が急務となっている。 

 

これらの課題に対しては、日本での同様の問題点に対する知見や経験も参考

になるため、本マニュアルの作成にあたっては、日本の国土交通省の「美しい

山河を守る災害復旧基本方針 平成 18 年 6 月」、および「堤防等河川管理施設及

び河道の点検要領案 平成 23 年 5 月」を基本に検討した。 

 

 

 

 

 

 

本クイックマニュアルでは、洪水時点検、洪水災害評価方法、洪水災害対策

設計方法の要点を抜粋している。 

 

 

 

 

 

 

今後、本クイックマニュアル及び正式版のマニュアルが活用され、DRR 職員の

技術蓄積と更新により、DRR 全体の洪水災害対策・復旧および長期橋梁維持管理

に資することが望まれる。 

 

2012 年 11 月 

災害復旧の実施にあたっては、以下の項目に留意する必要がある。 

(1) 現地調査を十分行い、被災原因を究明する。 

(2) 河道特性を踏まえ、被災原因に対応した必要最小限の復旧工法とする。

(3) 河川環境の保全・復元の目的を明らかにし、復旧工法を選定する。 

本クイックマニュアル利用時は、以下の項目に留意する必要がある。 

(1) 暫定的なもので後日正式版のマニュアル完成後に変更の可能性がある。

(2) 提案している構造は、恒久的な構造では無い。 

  ただし、従来生じていたような洪水被害を軽減することができる。 



 以下に、本クイックマニュアルの使用手順および概要を示す。 

 

概 要 作業内容・作成資料・選定表 参照先 

現地状況の把握

 

洪水による被災状況を点検する。 

 

 

p.1 

被災状況の整理

（A－1 表）、（A－2 表）を作成する。 

 

 

 

 

 

 

p.4 

p.7 

復旧工法の 

基礎資料作成 

（A 表）、（B 表）を作成する。 

 

 

 

 

 

 

p.10 

p.13 

復旧工法の選定

（C 表）、（D 表）を参考に対策工を選定する。 

 

 

 

 

 

 

p.16 

p.18 

 

復旧工法の決定

（A 表）に復旧工法および数量を記入する。 

↓ 

概算工事費が自動算定される。 

 

p.12 

復旧工事の発注

復旧工事を発注する。（※発注時：以下参考） 

 標準設計図 

 標準数量 

 

p.20 

p.31 

 

被災状況整理表     （A-1 表） 

被災状況写真表     （A-2 表） 

災害復旧箇所河川特性整理表（A 表） 

設計流速算定表      （B 表） 

1:1.5 より緩い場合の対策工（C 表） 

1:1.5 より急な場合の対策工（D 表） 
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第 1章 洪水時現地調査方法 

 
1.1 洪水時の点検方法 

 
【目的】 

 洪水被害の補修対策検討は、写真撮影だけで対策工検討を行うことができない。

対策工検討には、現地被災状況の確認が必要である。 

 したがって、橋梁直下および周辺部の洪水被災状況を簡易的に確認、整理し

て対策工を検討するための基礎資料を作成する方法を『クイックマニュアル』

として取りまとめ DRR 職員に有効活用されることを目的としている。 

 
【作業全体の流れ】 

 作業全体の流れを以下に示す。STEP 毎の作業説明は、次頁以降を参照願う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

全体の被災状況確認（目視） STEP1 

STEP2 全体の地形描画（スケッチ） 

STEP3 区分別被災状況の確認 

STEP4 被災延長の確認 

STEP5 被災延長の撮影 

STEP6 被災断面の確認（1） 

STEP7 被災断面の確認（2） 

STEP8 流下断面阻害物・空洞の確認 

STEP9 局所洗掘状況の確認 

STEP10 橋梁周辺部変状の確認 

STEP11 簡易帳票に整理して報告 

全体確認 

被災延長確認 

被災断面確認 

周辺被災確認 

1



 
 

 橋梁 
 川の形状、流れの方向 
 家屋や公共構造物有無を確認 

 
 
 
 

 被災地の全体地形をスケッチ 
 上下流を図示 
 家屋等が近接していれば図示 
 その他、特殊構造を図示 

 
 
 

 3 区分により被災状況を確認する。 

 （1）橋梁下流部 

 （2）橋梁直下部 

 （3）橋梁上流部 
 
 
 

 被災延長の起点・終点にポールを設置 
 地形変化点にポール設置 
 橋梁からの距離を測定 

 
 
 
 

 被災延長を撮影 
 被災延長が長い場合は、重ね処理 

 
 
 
 

STEP1 

STEP2 

STEP3 

STEP4 

STEP5 

STEP6 へ続く（次頁参照）

全体の被災状況確認（目視） 

全体の地形描画（スケッチ） 

区分別被災状況の確認 

被災延長の確認 

被災延長の撮影 

2



 
 

 河川断面幅を変化点毎テープにより測定 
 
 
 
 
 
 

 ポールやスタッフを利用して断面測定 
 
 
 
 
 
 

 橋梁直下の状況を測定する。 
 
 
 
 
 
 

 局所洗掘状況を測定する。 
 
 
 
 
 
 

 橋台背面吸出し状況なども測定する。 
 
 
 

STEP6 

STEP7 

STEP8 

STEP9 

STEP10 

横断測定は、橋梁からの距離記入 

洪水痕跡水位や洗掘前の地盤線記入 

空洞等は、範囲や深さを測定 
橋梁からの距離、洗掘幅・深度を記入

橋梁からの距離、空洞範囲深さを記入

STEP5 より続く（前頁参照）

被災断面の確認（1） 

被災断面の確認（2） 

流下断面阻害物・空洞の確認 

局所洗掘状況の確認 

橋梁周辺部変状の確認 

上流から下流側を見た横断図を作成 

STEP11 簡易帳票に整理して報告 

3



1.2 被災状況整理表（A-1 表） 

 
 復旧対策検討を行うためには、被災状況の地形を把握する必要がある。航空

測量や別途詳細な測量が実施されている場合はそのデータを有効活用する。 
測量データが無い場合は、現地で測量用テープやスタッフ、ポール、レーザ

距離計などを活用して現地全体地形をスケッチする必要がある。 

 また、B 表の入力に必要となる被災範囲の上・中・下の 3 断面を測定し帳票内

に記入する必要がある。 

 
 
 
 
 
【(A-1 表)作成の作業概要】 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

被災地区の測量平面図 

データが、存在する。 

測量平面図データを 

活用する。 

現地地形をラフスケッチし、 

簡易平面図を作成する。 

NOYES

 

 測定可能な範囲で、被災延長や被災深度を記入する。 

 平面図に流向を記入する。 

 B 表の入力に必要な被災断面を記入する。 

・被災地区の上流・中流・下流部の最低 3断面を測定する。 

・3断面以外に大きく断面が変化する場合は、別途測定する。 

 A-2 表に使用する写真撮影番号と方向を記入する。 
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橋梁名 調査日

地区名 路線名

緯　度 N 県　名

経　度 E 調査人名

平面図を作成し、被災延長・被災状況を記入する。
↓

被災断面（上流・中流・下流）を記入する。
（※最小：上流・下流を記入する。）

↓
その他、必要な情報を記入する。

被災状況整理表（A-1表）
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Bridge Name Inspection Date 26/01/2012

Location Route Number 1030

Latitude N 15.076 Route Number Lop Buri

Longitude E 100.675 Main Inspector (name)

被災状況整理表（A-1表）

Sample （Temporary number：1030-2)

Thalung Lek, Khok Samrong, Lop Buri

1
2

3 4

56

A-B

E-F
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1.3 被災状況写真表（A-2 表） 

 
 被災状況の写真は、現地状況を的確に把握するための唯一の資料であり、被

災箇所、被災規模の説明ならびに災害復旧事業の必要性、復旧工法の判断資料

となり、被災写真の良否が問われる。 

 したがって、撮影にあたっては何を撮影するのか 1 枚 1 枚の写真の目標を定

めて、それらが十分表現できる構図となるような注意が必要である。 

  
 写真撮影における一般的留意事項を以下に示す。 
 

 被災全延長がわかる様に、起終点杭にポール等を設置し、距離が判別できる

ようにすること。 
 横断地形が容易に判断できるように工夫すること。 
 写真には流水の方向、起終点および距離を記すこと。 
 護岸等の構造物の被災は、破損状況をスタッフ、ポールなどで表示し撮影す

ること。 
 前後施設などの状況が判明できるよう、起終点から上下流方向の写真を撮影

すること。 
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第 2章 洪水復旧対策工法立案の基礎資料 

 

2.1 災害復旧箇所河川特性整理表（A表） 

 
 災害復旧工法を立案するため、A表を作成する。A表は、打ち合わせ時や、災

害査定時に提示する。 

 
 
 
【補足】 

 A 表は、現地調査により被災箇所の河川の状況や周辺の状況などの河川特

性および被災原因を把握し、災害復旧工法を立案するための基礎となるも

のである。 

 A 表作成にあたっては、担当者が現地を良く観察し、（A-1 表）、（A-2 表）

の作成を行い、一連の流れで作成することが望ましい。 
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の
他

代
表

粒
径

・
石
系

・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
系

・
そ
の
他

河
道

状
況

既
設

護
岸

河
道

形
状

河
床

材
料

項
目
内

に
数
値
や
文

章
を
手
入

力
す
る
。

該
当
す

る
も
の
を
選

択
す
る
。

エ
ク
セ

ル
に
よ
り
自

動
算
定

さ
れ
る
。

【
復

旧
工

法
の

検
討

】

調
査
日

路
線
名

県
　
名

調
査
人
名

【
復

旧
前

の
現

状
】

【
凡

　
例

】

　
以
下

の
着
色
区
分

に
よ
り
、

項
目
内
を
埋

め
る
。

概
算

工
事

費
0

(
円

)

復
旧

面
積

工
法

単
価

⑥
そ

の
他

種
　
類

構
造

詳
細

⑤
復

旧
工
法
選

定
根
拠

【
復

旧
対

策
工

法
の

決
定

】

③
チ

ェ
ッ
ク
項

目
（
※

算
出
手
法
は

、
B
表
参
照

）

復
旧
護
岸
勾
配

設
計
流
速

④
周

辺
状
況

1
:
1
.
5
よ

り
緩

い
⇒

(
C
表

)
よ

り
選

定

1
:
1
.
5
よ

り
急

　
⇒

(
D
表

)
よ

り
選

定
復

旧
法

勾
配

復
旧

工
法

法
勾

配

①
目

指
す
べ
き

河
川
環

境

②
景

観
植
生

系
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災
害

復
旧

箇
所

河
川

特
性

整
理

表
（

A
表

）

橋
梁
名

地
区
名

緯
　

度
N

経
　

度
E

被
災

延
長

被
災

施
設

堤
体

・
護
岸

・
根
固
め

・
そ
の
他

河
床

変
動

上
昇
傾
向

・
低
下
傾
向

・
変
化
無
し

河
川

状
況

直
線
部

・
蛇
行
部

箇
　
所

施
工
年
度

当
該

箇
所

無
し

上
　
流

無
し

下
　
流

無
し

断
　
面

単
断
面

・
複

断
面

構
　
造

山
付

・
掘
込

・
築
堤

土
質

区
分

シ
ル
ト

・
砂

・
礫

・
岩

・
そ
の
他

代
表

粒
径

・
石
系

・
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
系

・
そ
の
他

工
法

単
価

1
3
,
5
0
0

(
円

/
m
2
)

⑥
そ

の
他

概
算

工
事

費
6
,
7
5
0
,
0
0
0

(
円

)

④
周

辺
状
況

水
田

・
畑
で
あ
る

。
復

旧
工

法
D
-
2

か
ご

多
段

積
み

⑤
復

旧
工
法
選

定
根
拠

復
旧

面
積

5
0
0

(
m
2
)

③
チ

ェ
ッ
ク
項

目
（
※

算
出
手
法
は

、
B
表
参
照

）

復
旧
護
岸
勾
配

1
:
1
.
0

1
:
1
.
5
よ

り
急

　
⇒

(
D
表

)
よ

り
選

定
設

計
流
速

2
.
3
(
m
/
s
)

河
床

材
料

0
.
5
(
m
m
)

【
復

旧
工

法
の

検
討

】
【

復
旧

対
策

工
法

の
決

定
】

①
目

指
す
べ
き
河

川
環
境

動
植
物
の

活
性
化
に
配

慮
し
た
自

然
環
境

復
旧

法
勾

配
1
:
1
.
5
よ

り
緩

い
⇒

(
C
表

)
よ

り
選

定
②
景

観
植
生

系

該
当
す

る
も
の
を
選

択
す
る
。

河
道

形
状

エ
ク
セ

ル
に
よ
り
自

動
算
定

さ
れ
る
。

既
設

護
岸

種
　
類

法
勾

配
構

造
詳

細

【
復

旧
前

の
現

状
】

【
凡

　
例

】

河
道

状
況

5
0
(
m
)

　
以
下

の
着
色
区
分

に
よ
り
、

項
目
内
を
埋

め
る
。

項
目
内

に
数
値
や
文

章
を
手
入

力
す
る
。

15
.0

76
県
　
名

Lo
p 

B
ur

i
10

0.
67

5
調
査
人
名

(n
am

e)

Sa
m

pl
e 
（

Te
m

po
ra

ry
 n

um
be

r：
10

30
-2

)
調
査
日

26
/0

1/
20

12
Th

al
un

g 
Le

k,
 K

ho
k 

Sa
m

ro
ng

, L
op

 B
ur

i
路
線
名

10
30
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2.2 設計流速算定表（B表） 

 
 護岸選定を目的とした設計流速を算定するため、B表を作成する。B表は、打

ち合わせ時や、災害査定時に提示する。 

 
【補足】 

 護岸選定のための外力として用いる設計流速は、マニングの公式で求めた

断面平均流速をもとに、地形状況を考慮した補正係数を反映して設計流速

を算定する。 
 縦断勾配、粗度係数、設計水位、平均流速、補正係数などの詳細な解説は、

本編のマニュアルを参照すること。 
 B 表により算定された設計流速は絶対的なものではないので、現地状況な

ども十分に勘案し、活用すること。 

 クイックマニュアルでは、直線区間に対する流速算出式のみである。大河

川の曲線部における流速算定法は、本編のマニュアルを参照すること。 
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位置  備　　考

低水路幅 [b(m)]

河床縦断勾配 [Ie]

左岸法勾配

右岸法勾配

径深 [Rd(m)]

設計水位 [h(m)]

現況平均河床高 [Z(m)]

設計水深 [Hd(m)]

河床部 [n1]

左岸護岸部 [n2]

右岸護岸部 [n3]

河床部 [S1]

左岸護岸部 [S2]

右岸護岸部 [S3]

計 [S]

合成粗度係数 Ｎ

Vm>Vcの場合は

条件を要確認

[△Z]

α1=1  岩露出、深掘れ無い箇所

{△Z/2Hd}

α1＝1+{△Z/2Hd} 上限値は2とする

bw/H1＞１　→　α2＝0.9 根固工がある

bw/H1≦１　→　α2＝1.0 場合の補正係数

採用補正係数α＝α1×α2

V o ＝ α ・ V m

設計流速算定表（B表）

補
正
係
数

現況最大洗掘深（実測値）

固定床

移動床

代表流速

設計流速
[VD]

 VD =　meanVo

[Vo]

根固工

α

平均流速

[Vm] 

限界流速

[Vc]

Vm=1/N・Ｒd
2/3

・Ie
1/2

Vc=(ｇ・Ｒd）
1/2

検討結果の自動出力

【凡例】

河道諸元

径　　深

設計水深

粗
度
係
数

各部
粗度
係数

潤辺

合成
粗度
係数

【検討位置】

県　名

路線名

橋梁名

{n1
3/2

×S1}

{n2
3/2

×S2}

{n3
3/2

×S3}

計

数値・文章を入力

計算過程の自動出力

14



位置  No.1 No.2 No.3 備　　考

低水路幅 [b(m)] 13 13 13

河床縦断勾配 [Ie] 1/300 1/300 1/300

左岸法勾配 2.0 2.0 2.0

右岸法勾配 2.0 2.0 2.0

径深 [Rd(m)] 1.3 1.3 1.3

設計水位 [h(m)] 3.0 3.0 3.0

現況平均河床高 [Z(m)] 0.9 1.0 1.0

設計水深 [Hd(m)] 2.1 2.0 2.0

河床部 [n1] 0.030 0.030 0.030

左岸護岸部 [n2] 0.024 0.032 0.024

右岸護岸部 [n3] 0.032 0.032 0.032

河床部 [S1] 4.6 5.0 5.0

左岸護岸部 [S2] 4.7 4.5 4.5

右岸護岸部 [S3] 4.7 4.5 4.5

計 [S] 14.0 14.0 14.0

0.024 0.026 0.026

0.017 0.026 0.017

0.027 0.026 0.026

0.068 0.078 0.069

合成粗度係数 Ｎ 0.029 0.031 0.029

2.4 2.2 2.4
Vm>Vcの場合は

3.6 3.6 3.6 条件を要確認

[△Z] 0.5 0.5 0.5

α1=1  岩露出、深掘れ無い箇所

{△Z/2Hd} 0.12 0.13 0.13

α1＝1+{△Z/2Hd} 1.12 1.13 1.13 上限値は2とする

bw/H1＞１　→　α2＝0.9 根固工がある

bw/H1≦１　→　α2＝1.0 1.00 1.00 1.00 場合の補正係数

1.12 1.13 1.13

2.7 2.5 2.7

代表流速
V o ＝ α ・ V m

[Vo]

設計流速
[VD]

 VD =　meanVo 2.6(m/s)

現況最大洗掘深（実測値）

補
正
係
数

固定床

移動床

根固工

α 採用補正係数α＝α1×α2

{n3
3/2

×S3}

計

平均流速
Vm=1/N・Ｒd

2/3
・Ie

1/2

[Vm] 

限界流速
Vc=(ｇ・Ｒd）

1/2

[Vc]

河道諸元

径　　深

設計水深

粗
度
係
数

各部
粗度
係数

潤辺

合成
粗度
係数

{n1
3/2

×S1}

{n2
3/2

×S2}

路線名 計算過程の自動出力

橋梁名 検討結果の自動出力

設計流速算定表（B表）

【検討位置】 【凡例】

県　名 数値・文章を入力
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第 3章 洪水復旧対策工設計 

 

3.1 1:1.5 より緩い場合の対策工（C表） 
 
 護岸の法勾配が 1:1.5 より緩い場合に適用可能な対策工を C表より選定する。

C表に無い他の対策工は施工実績を踏まえて、今後見直しや追加をしていく。 

 設計流速が速いが、通常時では周辺環境や景観に配慮する必要がある場合に

は、護岸の上に覆土を行うことも対策工として選定可能である。 
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2 3 4 5

C-1

6

植生系 張芝 ○ 900

護岸工法名 概要図

設計流速(m/s)
植生
対応

施工
単価

(円/m2)

自然石
（練積）

△ 16,200

シート系 ジオテキスタイル ○ 2,500C-2

かご平張 ○ 11,000

C-3

石系

自然石
（空積）

△ 9,900

コンクリート
系

コンクリート
ブロック張

△ 13,300

1:1.5より緩い場合の対策工（C表）

C-5

C-6

C-4

かご系

17



3.2 1:1.5 より急な場合の対策工（D表） 

 
 護岸の法勾配が 1:1.5 より急な場合に適用可能な対策工を D表より選定する。

D表に無い他の対策工は施工実績を踏まえて、今後見直しや追加をしていく。 

 設計流速が速いが、通常時では周辺環境や景観に配慮する必要がある場合に

は、植栽対応型の製品を対策工として選定することも考えられる。 
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△ 15,400

D-4
コンクリート

ブロック
（練積）

△ 21,700

6

コンクリート
系

D-3
コンクリート

ブロック
（空積）

16,200

かご系 D-2 かご多段積 13,500

石系 D-1
自然石
（練積）

△

○

1:1.5より急な場合の対策工（D表）

護岸工法名 概要図

設計流速(m/s)
植生
対応

施工
単価

(円/m2)2 3 4 5

19



3.3 標準設計図  
 
 C 表、D表の対策工標準設計図を本章において示す。 

 

 

 

1:1.5 より緩い場合の対策工（C 表） 
工法名 参照頁 

C-1 張芝 p.21 

C-2 ジオテキスタイル p.22 

C-3 自然石（空積） p.23 

C-4 自然石（練積） p.24 

C-5 かご平張 p.25 

C-6 コンクリートブロック張 p.26 

 
 
 

1:1.5 より急な場合の対策工（D 表） 
工法名 参照頁 

D-1 自然石（練積） p.27 

D-2 かご多段積 p.28 

D-3 コンクリートブロック（空積） p.29 

D-4 コンクリートブロック（練積） p.30 

 
 
 
【補足】 

 対策工の基礎天端の根入れ深さ hは、0.5(m)～1.5(m)を確保すること。 

 根入れ深さ hは、河川規模、流路形状、洗掘状況、河床材料、被災原因や

上下流の構造物の根入れ状況を総合的に確認して技術者の判断により設

定すること。 
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【
C
-
1
】
張
芝

施
工
手
順

（
1）

土
羽

部
分

築
立

　
　

　
　

↓

（
2）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓
（
3）

芝
設

置

　
　

　
　

↓

（
4）

目
串

打
ち

込
み

　
　

　
　

↓

（
5）

か
け

土
作

業

　
　

　
　

↓

（
6）

散
水

養
生

注
意

事
項

1
．

張
芝

は
、

全
面

被
覆

す
る

総
芝

、
間

抜
き

し
て

張
る

帯
芝

、
市

松
芝

を
適

宜
選

定
す

る
こ

と
。

2
．

施
工

時
は

、
芝

に
土

が
十

分
着

い
て

い
る

こ
と

と
、

土
を

落
と

さ
な

い
よ

う
に

取
扱

い
、

　
 多

量
の

芝
を

長
時

間
野

積
み

に
し

て
乾

燥
さ

せ
な

い
よ

う
に

す
る

こ
と

。

3
．

全
面

張
り

の
場

合
、

芝
を

密
着

さ
せ

目
地

が
通

ら
な

い
よ

う
に

施
工

す
る

こ
と

。

4
．

常
時

水
位

が
あ

る
場

所
で

は
、

寄
せ

石
な

ど
を

補
助

的
に

施
工

す
る

こ
と

。
　

総
芝

芝

目
串

芝 帯
芝

芝

目
串

芝

市
松
芝

芝
芝

目
串

▽
L
.
W
.
L

張
芝

寄
せ

石

L 1：
N1
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【
C
-
2
】
ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル

施
工
手
順

▽
L
.
W
.
L

L

寄
せ

石

線
径
φ
6
ｍ
ｍ

40

3
0
0

2
.
0
m

1
0
c
m

下
流
側

上
流
側

1.0m

1
.
0
m

※
ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル
は

、
下
流
側
か
ら
敷
設
す
る
こ
と

。

ラ
ッ
プ

部

数
量

表
（

延
長

10
m
あ
た

り
）

名
称

ジ
オ
テ

キ
ス

タ
イ

ル

ア
ン

カ
ー
ピ

ン

規
格

・
寸
法

目
合

い
　
2
5
m
m×

2
2m
m
　

引
張

強
度
　

5
2×

2
8k
N
/m

数
量

単
位

計
算

式
（

法
長

11
m
の
場

合
）

φ
6
×
3
0
0L

m2 本

法
長
L
=
1
1
.
0
m
の
場
合

（
片
岸
の
み
）

法
長
11

m+
天
端
0.
5m

+法
肩
部

折
り
返
し
0.
5m
＝
12

m

ラ
ッ
プ
ロ
ス
率
を
5％

と
し
、

12
m×

延
長
1
0m

×
1
.0
5＝

1
26
.0
m2

1
2
6
.0

1
7
6
.4

1.
4本

/
m2
　
×
12
6.
0m
2　

＝
17
6.
4本

備
考

注
意

事
項

1
．

転
石

が
多

い
区

間
や

水
衝

部
で

は
、

本
工

法
を

採
用

し
な

い
。

2
．

シ
ー

ト
上

に
は

植
生

の
通

根
が

可
能

と
な

る
よ

う
10

cm
程

度
以

上
の

覆
土

を
行

い
、

　
 植

生
工

を
施

す
。

3
．

上
下

流
端

部
お

よ
び

天
端

部
、

法
尻

部
に

は
ア

ン
カ

ー
ピ

ン
等

に
よ

り
め

く
れ

対
策

を
施

す
。

4
．

水
際

部
は

、
残

土
・寄

せ
石

等
を

行
う

こ
と

。

ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル

ア
ン
カ
ー
ピ
ン

打
設
間
隔

1.
0m覆

土
10
cm
程
度

場
合
に
よ
り
植
生

ア
ン
カ
ー
ピ
ン

2
2

25ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル

斜
示
図

ア
ン
カ
ー
ピ
ン

下
流
側

法
肩

上
流
側

法
尻

ラ
ッ
プ
部
10
cm

ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル

打
設
間
隔
1.
0m

平
面
図

埋
戻

し

5
0
0

4
5
0

1,000

ジ
オ
テ
キ
ス
タ
イ
ル

ア
ン
カ
ー
ピ
ン

打
設
間
隔

1.
0m

標
準
断
面
図

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

ジ
オ

テ
キ

ス
タ

イ
ル

設
置

　
　

　
　

↓

（
5
）
ア

ン
カ

ー
ピ

ン
打

設

　
　

　
　

↓
（
6）

埋
戻

し

　
　

　
　

↓

（
7）

覆
土

・植
生

　
　

　
　

↓

（
8）

機
械

搬
出

1：
N1
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【
C
-
3
】

自
然

石
(
空

積
)

標
準
断
面
図

寸
 法

 表

5.
00

4.
00

3.
00

2.
00

1.
00

8
94
4

72
1
2

2
23
6

4
47
2

18
0
3

28
28

6
70
8

36
0
6

1
11
80

54
0
9

 3
50

 3
50

 3
50

 3
50

 3
50

14
14

90
1
5

 2
00

Ｎ
1（

前
面

勾
配

）

(
m)

控
 
長

Ｌ
（

の
り

長
）

直
高

Ｈ

 2
00

 2
00

 2
00

 2
00

1:
1
.0

1:
1
.5

1:
2
.0

単
位
（
mm
）

a

裏
込

材

厚
　

さ

42
42

56
56

70
70

ca

c

基
礎
寸
法
及
び
材
料
表

 7
00

0.
25
0

0
.6
00

 5
00

 1
0
0

 3
00

H2
B2

H1
B1

材
 
料
 表

 （
1ｍ

当
り
）

寸
 法

 表
　

B
2

H1

B
1

1：
N1

H2

1
0
0

1
0
0

a

100～200

基
礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト

基
礎
砕
石基
　
礎

1:
1
.0

型
枠

(m
2
)

ｺﾝ
ｸﾘ
ｰﾄ

(m
3)

基
礎

材
(
m3
)

σ
ck
=1
8N
/m
m2

c

 5
60

0.
21
5

0
.6
00

 5
00

 1
0
0

 3
00

1:
1
.5

 5
50

0.
21
3

0
.5
00

 5
00

  
 
0

 3
00

1:
2
.0

注
意

事
項

1
．

中
間

の
設

計
条

件
に

対
し

て
は

、
直

近
上

位
の

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
。

2
．

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

は
、

σ
ck

=1
8
N

/m
m

2
以

上
と

す
る

こ
と

。

3
．

基
礎

材
は

、
地

盤
の

状
況

に
応

じ
て

別
途

検
討

し
、

材
種

、
敷

厚
を

決
定

す
る

こ
と

。

4
．

伸
縮

目
地

の
間

隔
は

、
10

m
以

下
と

す
る

こ
と

。

5
．

φ
7
5m

m
程

度
の

水
抜

き
孔

を
2
.0

m
2に

一
箇

所
設

け
る

の
が

望
ま

し
い

。

　
 た

だ
し

、
擁

壁
前

面
に

水
位

が
あ

る
場

合
は

設
け

な
い

こ
と

と
す

る
。

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

　
　

　
　

↓

（
5）

吸
出

し
防

止
材

設
置

　
　

　
　

↓

（
6）

裏
込

材
投

入
転

圧

　
　

　
　

↓

（
7）

自
然

石
積

　
　

　
　

↓

（
8）

胴
込

材
投

入
転

圧

　
　

　
　

↓

（
9）

機
械

搬
出

L

自
然
石

裏
込
材

1：
N1

胴
込
材

h

H

水
抜
パ
イ
プ
（

φ
75
mm
）

※
吸
出
し
防
止
材
設
置

23



【
C
-
4
】

自
然

石
(
練

積
)

標
準
断
面
図

寸
 法

 表

5.
00

4.
00

3.
00

2.
00

1.
00

8
94
4

72
1
2

2
23
6

4
47
2

18
0
3

28
28

6
70
8

36
0
6

1
11
80

54
0
9

 3
50

 3
50

 3
50

 3
50

 3
50

14
14

90
1
5

 2
00

Ｎ
1（

前
面

勾
配

）

(
m)

控
 
長

Ｌ
（

の
り

長
）

直
高

Ｈ

 2
00

 2
00

 2
00

 2
00

1:
1
.0

1:
1
.5

1:
2
.0

単
位
（
mm
）

a

裏
込

材

厚
　

さ

42
42

56
56

70
70

ca

c

基
礎
寸
法
及
び
材
料
表

 7
00

0.
25
0

0
.6
00

 5
00

 1
0
0

 3
00

H2
B2

H1
B1

材
 
料
 表

 （
1ｍ

当
り
）

寸
 法

 表
　

B
2

H1

B
1

1：
N1

H2

1
0
0

1
0
0

a

100～200

基
礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト

基
礎
砕
石基
　
礎

1:
1
.0

型
枠

(m
2
)

ｺﾝ
ｸﾘ
ｰﾄ

(m
3)

基
礎

材
(
m3
)

σ
ck
=1
8N
/m
m2

c

 5
60

0.
21
5

0
.6
00

 5
00

 1
0
0

 3
00

1:
1
.5

 5
50

0.
21
3

0
.5
00

 5
00

  
 
0

 3
00

1:
2
.0

注
意

事
項

1
．

中
間

の
設

計
条

件
に

対
し

て
は

、
直

近
上

位
の

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
。

2
．

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
胴

込
コ

ン
ク

リ
ー

ト
は

、
σ

ck
=1

8N
/m

m
2以

上
と

す
る

こ
と

。

3
．

基
礎

材
は

、
地

盤
の

状
況

に
応

じ
て

別
途

検
討

し
、

材
種

、
敷

厚
を

決
定

す
る

こ
と

。

4
．

伸
縮

目
地

の
間

隔
は

、
10

m
以

下
と

す
る

こ
と

。

5
．

φ
7
5m

m
程

度
の

水
抜

き
孔

を
2
.0

m
2に

一
箇

所
設

け
る

の
が

望
ま

し
い

。

　
 た

だ
し

、
擁

壁
前

面
に

水
位

が
あ

る
場

合
は

設
け

な
い

こ
と

と
す

る
。

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

　
　

　
　

↓

（
5）

吸
出

し
防

止
材

設
置

　
　

　
　

↓

（
6）

裏
込

材
投

入
転

圧

　
　

　
　

↓

（
7）

自
然

石
積

　
　

　
　

↓

（
8）

胴
込

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

　
　

　
　

↓

（
9）

機
械

搬
出

L

自
然
石

裏
込
材

1：
N1

h

H

水
抜
パ
イ
プ
（

φ
75
mm
）

※
吸
出
し
防
止
材
設
置

胴
込
コ
ン
ク
リ

－
ト

σ
ck
=1
8N
/m
m2
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【
C
-
5
】

か
ご

平
張

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

基
礎

工

　
　

　
　

↓

（
5）

吸
出

し
防

止
材

設
置

　
　

　
　

↓

（
6）

籠
組

立
・据

付
け

　
　

　
　

↓

（
7）

補
強

材
設

置

　
　

　
　

↓

（
8）

詰
　

石

　
　

　
　

↓

（
9）

補
強

材
撤

去

　
　

　
　

↓

（
10

）
蓋

設
置

　
　

　
　

↓

（
11

）
覆

　
土

　
　

　
　

↓

（
12

）
機

械
搬

出

注
意

事
項

1
．

河
川

水
が

強
い

酸
性

ま
た

は
塩

分
濃

度
を

有
す

る
河

川
で

、
著

し
く
鉄

線
の

腐
食

の

　
 恐

れ
が

あ
る

区
間

で
は

、
本

工
法

を
採

用
し

な
い

。

2
．

河
床

材
料

が
転

石
等

で
構

成
さ

れ
、

鉄
線

の
耐

久
性

に
著

し
く
支

障
を

及
ぼ

す
区

間

　
 で

は
、

本
工

法
を

採
用

し
な

い
。

3
．

鉄
線

籠
の

厚
さ

は
、

5
0
c
m

を
標

準
と

す
る

。

4
．

中
詰

材
の

粒
径

は
、

設
計

流
速

と
水

深
よ

り
設

定
す

る
こ

と
。

5
．

鉄
線

籠
に

使
用

す
る

線
材

は
、

亜
鉛

＋
ア

ル
ミ

合
金

メ
ッ

キ
さ

れ
た

も
の

、
ま

た
は

　
 同

等
品

以
上

の
も

の
を

使
用

す
る

こ
と

。

6
．

籠
の

下
面

に
は

、
土

砂
の

吸
出

し
を

防
止

す
る

た
め

、
吸

出
し

防
止

材
を

設
置

す
る

こ
と

。

　
 重

ね
合

わ
せ

は
、

流
水

に
よ

る
め

く
れ

を
考

慮
し

て
上

流
側

の
シ

ー
ト

を
上

に
設

置
す

る
。

　
 重

ね
合

せ
幅

は
、

1
0c

m
以

上
を

確
保

す
る

こ
と

。

500h

吸
出
し
防
止
材か
ご
（
高
さ

0.
5m
）

標
準
断
面
図

中
 詰

 
材

設
計

流
速

（
m/

s）

水
深
(
m)

 1
.
0

 2
.
0

 3
.0

5～
15

5～
15

 4
.0

 5
.
0

 6
.
0

 6
.5

5～
1
5

5～
1
5

15
～

20
 －

 －

1.
0＜

h≦
2.
0

  
  

 h
≦

1.
0

2.
0＜

h≦
3.
0

3.
0＜

h≦
4.
0

4.
0＜

h≦
5.
0

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

5～
15

15
～

20
15
～

20

15
～

20

（
単
位
：
cm
）

材
 料

 表
（
※
10
0m
2当

た
り
）

名
　
　

称

か
ご
平

積

割
　
栗

　
石

吸
出
し

防
止

材

規
　

　
格

単
　
位

m2 m3 m2

10
0

48
.6

10
7

数
　
量

平
張
タ

イ
プ

5～
15
c
m、

15
～

20
cm

厚
さ
10

mm

（
※

）
か

ご
多

段
積

の
面

積
は

、
正

面
投

影
面

積
当

た
り

と
す

る
。

1
0
c
m

吸
出
し
防
止
材
（
上
流
側
）

吸
出
し
防
止
材
（
下
流
側
）

流
向

【
吸
出
し
防
止

材
設
置
詳
細
図

】

＝
10
0×

0.
5
×
0.

9×
（

1+
0
.0
8）

＝
10
0×

（
1+
0.

07
）

算
出
式
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【
C
-
6
】
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
張

標
準
断
面
図

ca

L

h

H

基
礎
寸
法
及
び
材
料
表

 7
00

0.
25
0

0
.6
00

 5
00

 1
0
0

 3
00

H2
B2

H1
B1

材
 
料
 表

 （
1ｍ

当
り
）

寸
 法

 表
　

B
2

H1

B
1

1：
N1

H2

1
0
0

1
0
0

a

100～200

基
礎
コ
ン
ク
リ
ー
ト

基
礎
砕
石基
　
礎

1:
1
.0

型
枠

(m
2
)

ｺﾝ
ｸﾘ
ｰﾄ

(m
3)

基
礎

材
(
m3
)

σ
ck
=1
8N
/m
m2

c

 5
60

0.
21
5

0
.6
00

 5
00

 1
0
0

 3
00

1:
1
.5

 5
50

0.
21
3

0
.5
00

 5
00

  
 
0

 3
00

1:
2
.0

注
意

事
項

1
．

中
間

の
設

計
条

件
に

対
し

て
は

、
直

近
上

位
の

も
の

を
使

用
す

る
こ

と
。

2
．

ブ
ロ

ッ
ク

は
、

圧
縮

強
度

σ
ck

=1
8
N

/m
m

2
以

上
と

し
、

1
.0

m
2
当

た
り

の

　
 使

用
重

量
は

35
0k

g以
上

で
あ

る
こ

と
。

3
．

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

は
、

σ
ck

=1
8
N

/m
m

2
以

上
と

す
る

こ
と

。

4
．

基
礎

材
は

、
地

盤
の

状
況

に
応

じ
て

別
途

検
討

し
、

材
種

、
敷

厚
を

決
定

す
る

こ
と

。

5
．

伸
縮

目
地

の
間

隔
は

、
10

m
以

下
と

す
る

こ
と

。

6．
φ

7
5m

m
程

度
の

水
抜

き
孔

を
2
.0

m
2に

一
箇

所
設

け
る

の
が

望
ま

し
い

。

　
 た

だ
し

、
擁

壁
前

面
に

水
位

が
あ

る
場

合
は

設
け

な
い

こ
と

と
す

る
。

施
工
手
順

（
1）

機
械

搬
入

　
　

　
　

↓

（
2）

掘
削

・盛
土

　
　

　
　

↓

（
3）

法
面

整
形

　
　

　
　

↓

（
4）

基
礎

コ
ン

ク
リ

ー
ト

打
設

　
　

　
　

↓

（
5）

吸
出

し
防

止
材

設
置

　
　

　
　

↓

（
6）

裏
込

材
投

入
転

圧

　
　

　
　

↓

（
7
）
コ

ン
ク

リ
ー

ト
ブ

ロ
ッ

ク
張

　
　

　
　

↓

（
8）

機
械

搬
出

1：
N1

水
抜
パ
イ
プ
（

φ
75
mm
）

※
吸
出
し
防
止
材
設
置

裏
込
材

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク

σ
ck
=1
8N
/m
m2

寸
 法

 表

5.
00

4.
00

3.
00

2.
00

1.
00

8
94
4

72
1
2

2
23
6

4
47
2

18
0
3

28
28

6
70
8

36
0
6

1
11
80

54
0
9

 3
50

 3
50

 3
50

 3
50

 3
50

14
14

90
1
5

 2
00

Ｎ
1（

前
面

勾
配

）

(
m)

控
 
長

Ｌ
（

の
り

長
）

直
高

Ｈ

 2
00

 2
00

 2
00

 2
00

1:
1
.0

1:
1
.5

1:
2
.0

単
位
（
mm
）

a

裏
込

材

厚
　

さ

42
42

56
56

70
70

c
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1：
N1

自
然
石

天
端
コ
ン
ク
リ

－
ト

寸
 法

 表

基
礎
寸
法
及
び
材
料
表

 4
30

0.
08
3

0
.3
50

 2
50

 1
0
0

 1
00

型
枠

(m
2
)

ｺﾝ
ｸﾘ
ｰﾄ

(m
3)

4
.5
0

3
.5
0

2
.5
0

1
.5
0

5
.0
0

4
.0
0

3
.0
0

2
.0
0

1
.0
0

2
79
5

26
93

5
59
0

3
91
3

 
42
7

1
11
8

1
67
7

4
47
3

10
77

15
66

 
52
0

2
23
6

16
16

3
35
4

21
54

5
03
1

 
35
0

 
35
0

 
35
0

 
35
0

 
35
0
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3.4 標準数量  
 

C 表、D表の標準数量および積算根拠を本章において示す。 

 

 
 

1:1.5 より緩い場合の対策工（C 表） 
工法名 参照頁 

C-1 張芝 p.32 

C-2 ジオテキスタイル p.33 

C-3 自然石（空積） p.34 

C-4 自然石（練積） p.35 

C-5 かご平張 p.36 

C-6 コンクリートブロック張 p.37 

 
 
 

1:1.5 より急な場合の対策工（D 表） 
工法名 参照頁 

D-1 自然石（練積） p.38 

D-2 かご多段積 p.39 

D-3 コンクリートブロック（空積） p.40 

D-4 コンクリートブロック（練積） p.41 
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.3 19,100 5,730

2 普通作業員 人 2.7 14,000 37,800

3 芝 m2 100.0 410 41,000

4 諸雑費 % 3.0 84,530 2,536 式1

87,066

871

≒ 900 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式1）

5,730

37,800

41,000

合計 84,530

・諸雑費率は、3%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 普通作業員 

（項目3） 芝

式1

労務費（項目1,2）と材料費（項目3）の合計額に諸雑費率を考慮

【C-1】張芝
単価算出数量 100 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.3 19,100 5,730

2 普通作業員 人 2.7 14,000 37,800

3 ジオテキスタイル m2 100.0 2,000 200,000

4 諸雑費 % 3.0 243,530 7,306 式1

250,836

2,508

≒ 2,500 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式1）

5,730

37,800

200,000

合計 243,530

（項目3） ジオテキスタイル

式1

労務費（項目1,2）と材料費（項目3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、3%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 普通作業員 

【C-2】ジオテキスタイル
単価算出数量 100 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.58 19,100 11,078

2 特殊作業員 人 0.58 17,300 10,034

3 普通作業員 人 1.15 14,000 16,100

4 石材 m2 10.0 1,500 15,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 胴込材 割栗石 m3 2.26 4,500 10,170 式2

7 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 10.9 510 5,559 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.3 38,400 11,520

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 1.79 9,187 16,445

10 諸雑費 % 1.0 37,212 372 式4

99,158

9,916

≒ 9,900 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

11,078

10,034

16,100

合計 37,212

式2

胴込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

・ロス率Kは、13%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.13)＝2.26(m3)

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

（項目3） 普通作業員 

式3

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

【C-3】自然石（空積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.83 19,100 15,853

2 特殊作業員 人 1.30 17,300 22,490

3 普通作業員 人 1.94 14,000 27,160

4 石材 m2 10.0 1,500 15,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 コンクリート 高炉 m3 1.120 11,800 13,216 式2

7 遮水シート 厚さ10mm m2 10.9 1,420 15,478 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.6 38,400 23,040

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 2.38 9,187 21,865

10 諸雑費 % 8.0 65,503 5,240 式4

162,222

16,222

≒ 16,200 （円/m2）

　体積V=(π×D^3)/2、占有面積A'=(√3×D^2)/2、基本数量N=10/A'

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

15,853

22,490

27,160

合計 65,503

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・Dは、石材料の直径0.5mと仮定する。

　10(m2)当たりの設計量は、[0.5×10-0.06×46]/2＝1.12(m3)

式3

遮水シートの使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込コンクリートの使用量(m3)＝[(D×10m2)-(V×N)]・・・（式2）

【C-4】自然石（練積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.8 19,100 15,280

2 特殊作業員 人 1.2 17,300 20,760

3 普通作業員 人 9.9 14,000 138,600

4 かごマット 厚さ0.5m m2 100.0 5,690 569,000

5 割ぐり石 m3 48.6 4,500 218,700 式1

6 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 107.0 510 54,570 式2

7 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 8.2 8,845 72,529

8 諸雑費 % 4.0 247,169 9,887 式3

1,099,326

10,993

≒ 11,000 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）＋（項目7）・・・（式3）

15,280

20,760

138,600

72,529

合計 247,169

・諸雑費率は、4%を上限とする。

土木一般世話役 

特殊作業員 

普通作業員 

バックホウ運転費  

【C-5】かご平張

（項目1）

（項目2）

（項目3）

（項目7）

・ロス率は、7%を標準とする。

　100(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝100(m2)×（1＋0.07）＝107(m2)

単価算出数量 100 m2

式3

労務費（項目1,2,3）と機械運転損料費（項目7）の合計額に諸雑費率を考慮

式1

式2

中詰用石材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・設計量は、かごマット容積の90%を標準とする。

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

・ロス率は、8%を標準とする。

　100(m2)当たりの中詰用石材の使用量＝45(m3)×（1＋0.08）＝48.6(m3)

合計

1m2当たり

　100(m2)当たりの設計量は、100(m2)×0.5(m)×0.9＝45(m3)
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.1 19,100 1,910

2 ブロック工 人 0.2 19,200 3,840

3 特殊作業員 人 0.2 17,300 3,460

4 普通作業員 人 0.7 14,000 9,800

5 コンクリートブロック m2 10.0 10,000 100,000

6 吸出し防止材設置工 厚さ10mm m2 11.2 510 5,712 式1

7 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.2 38,400 7,680

8 諸雑費 % 4.0 26,690 1,068 式2

133,470

13,347

≒ 13,300 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）＋（項目4）＋（項目7）・・・（式3）

1,910

3,840

3,460

9,800

7,680

合計 26,690

（項目7） ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  

（項目4） 普通作業員 

・諸雑費率は、4%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） ブロック工

（項目3） 特殊作業員 

式2

労務費（項目1,2,3）と機械運転損料費（項目7）の合計額に諸雑費率を考慮

式1

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

・ロス率は、12%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.12）＝11.2(m2)

【C-6】コンクリートブロック張
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.83 19,100 15,853

2 特殊作業員 人 1.30 17,300 22,490

3 普通作業員 人 1.94 14,000 27,160

4 石材 m2 10.0 1,500 15,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 コンクリート 高炉 m3 1.120 11,800 13,216 式2

7 遮水シート 厚さ10mm m2 10.9 1,420 15,478 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.6 38,400 23,040

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 2.38 9,187 21,865

10 諸雑費 % 8.0 65,503 5,240 式4

162,222

16,222

≒ 16,200 （円/m2）

　体積V=(π×D^3)/2、占有面積A'=(√3×D^2)/2、基本数量N=10/A'

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

15,853

22,490

27,160

合計 65,503

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・Dは、石材料の直径0.5mと仮定する。

　10(m2)当たりの設計量は、[0.5×10-0.06×46]/2＝1.12(m3)

式3

遮水シートの使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込コンクリートの使用量(m3)＝[(D×10m2)-(V×N)]・・・（式2）

【D-1】自然石（練積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 普通作業員 人 57.0 14,000 798,000

2 かごマット 多段タイプ m2 350.0 5,690 1,991,500

3 割ぐり石 m3 332.0 4,500 1,494,000

4 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 600.0 510 306,000

5 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 16.0 8,845 141,520

4,731,020

13,517

≒ 13,500 （円/m2）

【D-2】かご多段積
単価算出数量 350 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.58 19,100 11,078

2 特殊作業員 人 0.58 17,300 10,034

3 普通作業員 人 1.15 14,000 16,100

4 コンクリートブロック m2 10.0 7,000 70,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 胴込材 割栗石 m3 2.26 4,500 10,170 式2

7 吸出し防止シート 厚さ10mm m2 10.9 510 5,559 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.3 38,400 11,520

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 1.79 9,187 16,445

10 諸雑費 % 1.0 37,212 372 式4

154,158

15,416

≒ 15,400 （円/m2）

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

11,078

10,034

16,100

合計 37,212

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・ロス率Kは、13%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.13)＝2.26(m3)

式3

吸出し防止材の使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式2）

【D-3】コンクリートブロック（空積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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 名   称  規格 単 位 数  量  単  価 金  額 摘　要

1 土木一般世話役 人 0.83 19,100 15,853

2 特殊作業員 人 1.30 17,300 22,490

3 普通作業員 人 1.94 14,000 27,160

4 コンクリートブロック m2 10.0 7,000 70,000

5 裏込材 再生砕石 m3 2.4 1,200 2,880 式1

6 コンクリート 高炉 m3 1.120 11,800 13,216 式2

7 遮水シート 厚さ10mm m2 10.9 1,420 15,478 式3

8 ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ運転費  25t吊 日 0.6 38,400 23,040

9 バックホウ運転費  山積0.8m3 hr 2.38 9,187 21,865

10 諸雑費 % 8.0 65,503 5,240 式4

217,222

21,722

≒ 21,700 （円/m2）

　体積V=(π×D^3)/2、占有面積A'=(√3×D^2)/2、基本数量N=10/A'

（項目1）＋（項目2）＋（項目3）・・・（式4）

15,853

22,490

27,160

合計 65,503

（項目3） 普通作業員 

式4

労務費（項目1,2,3）の合計額に諸雑費率を考慮

・諸雑費率は、1%を上限とする。

（項目1） 土木一般世話役 

（項目2） 特殊作業員 

・Dは、石材料の直径0.5mと仮定する。

　10(m2)当たりの設計量は、[0.5×10-0.06×46]/2＝1.12(m3)

式3

遮水シートの使用量(m2)＝設計量×（1＋K）・・・（式3）

・ロス率Kは、9%を標準とする。

　10(m2)当たりの吸出し防止材の使用量＝10(m2)×（1＋0.09）＝10.9(m2)

式1

裏込材の使用量(m3)＝設計量×（1＋K）・・・（式1）

・ロス率Kは、20%を標準とする。

　10(m2)当たりの設計量は、10(m2)×厚さ0.2(m)×(1+0.2)＝2.4(m3)

式2

胴込コンクリートの使用量(m3)＝[(D×10m2)-(V×N)]・・・（式2）

【D-4】コンクリートブロック（練積）
単価算出数量 10 m2

合計

1m2当たり
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